
１　県内の患者の状況

（単位：人）

死　　亡

累       積 2,956

増減(前日比) +4

※（　）内は健康フォローアップセンター等の登録者数を再掲

[入院等内訳]

入　　院 宿泊療養

中等症以下 （うち重症対応）

確保病床数 1,712 1,570 142 2,411

患　者　数 455 447 8 208

増減(前日比) △ 3 0 △ 3 △ 2

使　用　率 26.5% - 5.6% 8.6%

（１）感染者の状況（令和4年11月17日 24時現在）

感　染　者　数

1,078,073(8,432)

+2,355(244)

（2）年代別患者数（令和4年6月18日～11月17日）

患者数 （％） 患者数 （％） 患者数 （％）

0歳 - - 133 0.9 22 0.9

1～4歳 - - 479 3.2 77 3.3

5～9歳 - - 1,026 6.9 148 6.3

10歳未満 86,157 13.4 1,638 11.0 247 10.5

10～19歳 93,432 14.5 2,475 16.7 357 15.2

20～29歳 84,879 13.2 1,952 13.1 316 13.4

30～39歳 91,696 14.3 1,905 12.8 328 13.9

40～49歳 100,366 15.6 2,318 15.6 385 16.3

50～59歳 77,219 12.0 1,896 12.8 297 12.6

60～64歳 - - 660 4.4 96 4.1

65～69歳 - - 429 2.9 67 2.8

60歳代 45,865 7.1 1,089 7.3 163 6.9

70～79歳 33,215 5.2 853 5.7 133 5.6

80～89歳 20,905 3.3 504 3.4 91 3.9

90歳以上 8,450 1.3 224 1.5 38 1.6

非公表 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合計 642,184 100 14,854 100 2,355 100

区分
6/18～11/17 11/11～11/17 11/17
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２ 第７波以降の状況 

（１）新規感染者と病床使用率の推移 
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1週間当たり患者数（週）

病床使用率（％）

重症病床使用率（％）

宿泊施設使用率

病床使用率

重症病床使用率

9/26から届出限定化

（１週間当たり患者数）
病床使用率（％）

１週間平均患者数ピーク

重症病床使用率ピーク

１週間平均患者数

宿泊施設使用率ピーク 宿泊施設使用率

第7波以降の状況（1週間平均患者数、病床使用率等）

病床使用率ピーク
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（２）第 7 波の立上がりと最近の増加傾向の比較 
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第７波立上がり（5/29～7/18）
現在の状況（9/22～11/17）

1週間平均患者数

6/18 549.6人

10/12 824.6人

日ボトムを０日とした前後の日



- 4 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年齢別割合（直近 2 か月の状況(週)） 
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（４）感染者内訳推移（週） 
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9/30-10/6 10/7-10/13 10/14-10/20 10/21-10/27 10/28-11/3 11/4-11/10 11/11-11/17

自己検査等
届出対象外
届出対象

自己検査等 967(12.5%) 718(11.5%) 896(10.6%) 1084(11.4%) 1147(10.3%) 1463(11.4%) 1639(11.2%)

届出対象外 4179(54.1%) 3425(54.8%) 5416(64.0%) 5597(58.7%) 6584(59.4%) 7706(60.0%) 8795(60.2%)

届出対象 2572(33.3%) 2106(33.7%) 2151(25.4%) 2848(29.9%) 3357(30.3%) 3672(28.6%) 4420(28.6%)

（人） 
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（参考３）過去５シーズンのインフルエンザ流行状況 

0

50

100

150

第36週から第47週部分の拡大

18-19 19-20 20-21 21-22 22-23

右グラフ参照 

各シーズンにおける定点あたりの患者数（人）
36W 37W 38W 39W 40W 41W 42W 43W 44W 45W 46W 47W 48W 49W 50W 51W 52W 1W 2W 3W 4W 5W 6W 7W 8W 9W

18-19 0.03 0.15 0.06 0.08 0.05 0.07 0.11 0.08 0.07 0.2 0.27 0.46 1.19 2.02 3.81 7.09 9.62 9.9 35.36 52.14 52.91 35.58 21.51 8.67 6.48 4.05

19-20 0.31 0.49 0.27 0.19 0.14 0.26 0.16 0.17 0.24 0.25 0.42 1.57 3.2 4.75 10.09 16.27 22.59 8.22 19.3 16.59 18.64 15.64 10.7 9.53 8.31 6.77

20-21 0 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.01 0.01 0.01 0.03

21-22 0 0 0.01 0.02 0.01 0.01 0.02 0.01 0.01 0.01 0.02 0.01
22-23 0.01 0.02 0.03 0.03 0.04 0.04 0.05 0.11

各シーズンにおける定点医療機関からの患者報告合計（人）
36W 37W 38W 39W 40W 41W 42W 43W 44W 45W 46W 47W 48W 49W 50W 51W 52W 1W 2W 3W 4W 5W 6W 7W 8W 9W

18-19 5 29 11 15 9 13 21 15 13 40 54 92 236 401 758 1,410 1,896 1,961 7,036 10,376 10,529 7,081 4,280 1,726 1,290 806

19-20 62 98 54 38 27 52 31 33 48 49 84 312 637 946 2,008 3,237 4,496 1,636 3,841 3,302 3,710 3,113 2,130 1,896 1,645 1,341

20-21 1 1 1 1 1 1 1 3 2 2 1 5

21-22 1 2 3 1 2 3 1 2 2 4 1
22-23 2 4 5 5 7 7 10 21

インフルエンザ流向の目安（定点当たり患者数） 流行開始 1 以上 注意報レベル 10 以上 警報レベル 30 以上 
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新型コロナウイルと季節性インフルエンザの同時流行（国想定の兵庫県試算分）

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ想定

第8波想定

第6波

第7波

1週間平均患者数（日）
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新型コロナウイルと季節性インフルエンザの同時流行（国想定の兵庫県試算分）

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ想定

第8波想定

第6波

第7波

1週間平均患者数（日）

週
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新型コロナウイルと季節性インフルエンザの同時流行（国想定の兵庫県試算分）

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ想定

第8波想定

第6波

第7波

1週間平均患者数（日）

週

（参考４）新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行（流行曲線イメージ） 

イ 新型コロナウイルスの流行が先になった場合 

ア 流行のピークが同時の場合 

ウ 新型コロナウイルスの流行が後になった場合 

-9- 
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全国平均 

(令和4年11月17日現在) 対前週比
1 北海道 1,114.1人 1.23
2 山形県 873.3人 1.14
3 長野県 873.1人 1.17
4 宮城県 774.6人 1.26
5 福島県 745.9人 1.28
6 秋田県 725.3人 1.24
7 山梨県 669.5人 1.37
8 新潟県 614.8人 1.30
9 岩手県 606.6人 1.29
10 広島県 599.1人 1.18
11 岐阜県 574.1人 1.31
12 島根県 572.1人 1.19
13 青森県 565.5人 1.33
14 福井県 546.4人 1.29
15 石川県 544.6人 1.32
16 富山県 531.1人 1.23
17 群馬県 513.8人 1.29
18 栃木県 495.4人 1.28
19 鳥取県 473.5人 1.10
20 愛知県 446.3人 1.29
21 岡山県 445.2人 1.25
22 茨城県 428.3人 1.31
23 東京都 412.3人 1.24
24 香川県 406.8人 1.04
25 三重県 402.7人 1.24
26 埼玉県 398.6人 1.28
27 和歌山県 394.1人 1.08
28 神奈川県 391.1人 1.26
29 滋賀県 382.6人 1.11
30 佐賀県 381.9人 1.27
31 愛媛県 370.3人 1.21
32 静岡県 354.3人 1.19
33 千葉県 339.2人 1.34
34 徳島県 330.4人 1.06
35 山口県 326.7人 0.93
36 熊本県 324.2人 1.22
37 大分県 317.7人 1.33
38 奈良県 316.0人 1.25
39 大阪府 300.2人 1.16
40 高知県 287.1人 1.35
41 福岡県 278.9人 1.27
42 京都府 277.1人 1.13
43 長崎県 276.2人 1.13
44 兵庫県 271.8人 1.15
45 宮崎県 255.8人 1.18
46 鹿児島県 180.9人 1.28
47 沖縄県 139.1人 1.01

全国 446.6人 1.24

（参考５）都道府県別直近1週間の感染者数（10万人対）
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新型コロナワクチン接種の状況(11月16日時点) 

 

○ 県内の追加（３回目）接種の状況 

 １ 接種済者(VRS登録)の推移  
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 ２ 11月16日現在の接種状況 
 

 

 

 

   兵庫県内の接種状況                兵庫県内高齢者の接種状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国平均接種率 

 ３回目： 91％ 

 ２回目： 94％ 

全国平均接種率 

 ３回目： 67％ 

 ２回目： 80％ 

1,485(94%)

98(6%)

1,433（91%)

150(9%)

接種者 未接種者

高齢者人口

1,582人

外円：３回目接種

内円：２回目接種

4,328

(79%)

965(17%)

196(4)

3,505

(64%)
1,788 (32%)

196 (4%)

接種者 未接種者 対象外

総人口

5,489千人

外円：３回目接種

内円：２回目接種

３回目：５歳未満 

２回目：５歳未満 



令和４年11月18日

兵 庫 県

新型コロナ・インフル同時流行への備え



区分 第７波の現状・課題

夜間救急
発熱患者が多くなり、急変時の救急搬送が困難な事例も発生
新型コロナに対応する夜間救急外来の増加が必要

妊婦対応
新型コロナ患者の増大より、分娩が必要な感染妊婦の受入が困難事例も発生
新型コロナに対応する分娩取扱医療機関の増加が必要

高齢者施
設等対応

重症化リスクが高い高齢者施設等でのクラスターも増加（集中的検査の充実が必要）

新型コロナ・インフル同時流行への備えと第7波の課題

〇 今冬は、季節性インフルエンザとの同時流行も想定され、発熱患者の増加が懸念

〇 オミクロン株が主流の第7波では患者が増大し、夜間救急や妊婦及び高齢者施設等への対応が課題

1

新型コロナとインフルの同時流行期（ピーク時）の患者見込

区分 新型コロナ インフル 計 備考

国想定 45万人/日 30万人/日 75万人/日 新型コロナ最大感染数26万人(8/19)

県想定 1.9万人/日 1.5万人/日 3.4万人/日 新型コロナ最大感染数1.23万人(8/11)

患者増大による第7波の課題

〇 第７波では、新型コロナ患者が増大（第６波患者数 35.7万人→第７波患者数 58.2万人）

〇 自宅療養者や発熱患者の増大により、医療逼迫により夜間救急や妊婦分娩が困難

○ クラスターを防止し、高齢者施設等の感染防止対策の強化が必要



新型コロナ・インフル同時流行に備えた外来受診イメージ

① 新型コロナ・インフル同時流行時は、高リスク者等に医療機関の受診を重点化しても

外来受診見込は、１日あたり2万５千人～2万9千人と想定

② 発熱外来（約1,800箇所）の診療能力推計では、１日あたり２万４千人（１時間あたり４人診療試算）

2

同時流行時の外来受診イメージ

現行の発熱外来の診療能力試算

区分 受診・検査

届出対象となる患者
(65歳以上等、重症化リスクあり)

小学生以下の子ども

それ以外の患者

高リスク者等は
速やかな受診

流行期最大外来受診想定数 1日あたり

診療能力の算定（１時間当たり４名診療、診療所は１診・病院は２診で試算）(単位：人)

区分 月 火 水 木 金 土 日・祝

診療所 22,537 20,913 19,222 13,968 22,437 12,178 1,170

病院 9,876 9,484 9,664 9,224 9,800 5,084 2,316

総数 32,413 30,397 28,886 23,192 32,236 17,262 3,486 23,982

１週間平均
１日あたり
診療能力

自己検査率 50％想定 95％想定

高齢者等
小児患者

1.4万人/日
（外来受診）

それ以外 1.5万人/日
(外来受診)

1.1万人/日
(外来受診)

外来受診① 2.9万人/日 2.5万人/日

自己検査の
陽性者②

5千人/日
(自主療養)

9千人/日
(自主療養)

患者見込①+② 3.4万人／日

自己検査を推奨
陰性の場合は医療機関受診

陽性の場合は自主療養
（症状が重いと感じる場合は受診）

１週間平均１日あたり
現行診療能力推計
平均2.4万人/日

自己検査50％活用の場合
5千人／日の診療能力拡充が必要



課題 区分 主な保健医療体制の強化内容

同時
流行
対策

流行期の発熱
患者受入の体
制強化が必要

(新)
発熱外来の
体制強化

○流行期(※)に、診療時間(2時間以上)の拡大や休日開院
(2時間以上)を行う発熱外来等に協力金を支援
【診療機能強化協力金：４０千円/日】

→（発熱外来の約半数の協力で、診療能力約5千人/日程度を強化）

第
７
波
の
課
題

医療逼迫時に、
コロナ抗原検
査キットも不
足

(新)
抗原検査
キットの確
保

○発熱外来等で診断で必要なインフルとコロナの同時検査キットを
県が確保し、流通逼迫時に医療機関に配布

○有症者に県が配送するコロナ抗原検査キットを事前備蓄

コロナ陽性者
等の夜間救急
の確保が困難

(新)
夜間救急外
来の強化

○流行期(※)にコロナ患者及びコロナ疑い救急患者に対し、夜間に、
検査・診断処置を実施する救急医療機関に対し、協力金を支援
【夜間救急体制確保協力金：１２千円/人】

新型コロナ感
染妊婦の分娩
受入が困難

(新)
入院医療体
制の強化

○流行期(※)に、分娩受入医療機関拡充のため、分娩取扱を行う入
院受入機関に、協力金を支援
【分娩受入体制確保協力金：３００千円/人】

高齢者施設等
のクラスター
が増加

高齢者施設
等への対応
強化

○施設従事者等に対する集中的検査について、検査回数を拡充
(原則週１回→週２回）

新型コロナ・インフル同時流行に備えた医療提供体制強化

〇 新型コロナとインフルの同時流行に備えた、外来医療提供体制の強化が必要

〇 第7波で課題となった夜間救急体制、新型コロナ対応妊婦や高齢者施設等の対応が必要

感染拡大時の課題に対応するため、県医師会等関係団体等と連携し、医療提供体制を強化

3
※流行期：県が感染状況により指定する期間



同時流行を見据えた感染状況に応じた県民への呼びかけ等

第６波、第７波の軽症患者が多いオミクロン株の特性やインフルエンザとの同時流行を見据え、
外来患者数を目安に感染状況に応じた外来提供体制の拡充(外来フェーズ)や県民への呼びかけを実施
○ 発熱患者が多く発生する流行期に向け、外来提供体制の拡充を準備
○ 流行期に、低リスク者が自己検査、自主療養を積極的に活用するよう
①感染警戒期には、抗原検査キットや常備薬の事前準備の呼びかけを実施
②感染拡大期には、低リスク者が自己検査・自宅療養するよう、症状に応じた外来受診・療養を周知

4

外来フェーズ 感染警戒期 感染拡大期 流行期

平均外来
患者数(※) ～約5,000人/日 約5,000人/日～

(第６波ピーク並み)
約９,000人/日～

(第７波ピーク2週前患者数)
最大外来受診想定2.9万人へ順次対応

外来提供
体 制

地域の実情に応じた輪番制
や臨時外来等の設置検討

・発熱外来診療時間延長検討
・臨時外来等の設置準備

・発熱外来の診療時間延長
・臨時外来の実施

呼びかけ
の狙い

【事前準備の促進】
①ワクチン接種の勧奨
②常備薬・検査キット購入

【重症化リスク別の行動喚起】
高リスク者：速やかな受診
低リスク者：自己検査・自宅療養

【重症化リスク別の行動の徹底】
高リスク者：速やかな受診
低リスク者：自己検査・自宅療養

県民への
メッセージ

・ワクチン接種の推奨

・常備薬、抗原検査キットの家
庭備蓄の呼びかけ

左に加えて
・重症化リスクの低い軽症者
（13才～64才）へ自己検査、
自主療養の呼びかけ

・重症化リスクの低い軽症者
（13才～64才）の自己検査、
自主療養の更なる協力依頼

※ 目安となる平均外来患者数（日単位）は、 各週の新型コロナウイルス患者とインフルエンザ患者定点報告
より推計（毎週公表）
外来フェーズの外来患者数は目安であり、医師会等を通じて診療現場の意見も踏まえて切替



（参考）季節性インフルエンザとの同時流行を想定した流行曲線と外来フェーズ

５
○ 例年の季節性インフルエンザのピーク時期である1月初中旬に最大患者数を設定
○ 第6波、第7波、第8波想定、インフルエンザ想定の各ピークを「０」の週に揃えた
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新型コロナウイルと季節性インフルエンザの同時流行（国想定の兵庫県試算分）

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ想定
第8波想定
第6波
第7波
受診者（自主検査95％）
受診者（自主検査50％）

1週間平均患者数（日）

9千人

5千人

週

現時点外来患者数
2,300人(新型コロナ
2100＋インフル200)



感染警戒期等における県民への呼びかけ

○ 同時流行に備え、感染警戒期から、医療機関逼迫時の重症化リスクや症状に応じた外来受診・療養

の流れの周知や抗原検査キットや常備薬の事前購入準備の呼びかけを実施
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外来フェーズ 感染警戒期 感染拡大

県民への
メッセージ

・ワクチン接種の推奨

新型コロナワクチンの早期接種をお願いいたします。

季節性インフルエンザワクチンについては、65歳以
上等の定期接種対象者で、接種を希望される方は早め
の接種をお願いします。

・常備薬、抗原検査キットの家庭備蓄の呼びかけ

医療機関が逼迫した場合には、重症化リスクがある
方の発熱外来の受診を重点化するため、低リスクの軽
症者は、自己検査、自主療養の協力をお願いします。

発熱外来をすみやかに受診できない場合に備え、感
染確認に必要な新型コロナ抗原検査キットや、自宅療
養に必要な常備薬を、あらかじめ買っておきましょう。

・重症化リスクの低
い軽症者（13才～
64才）へ自己検査、
自主療養の呼びかけ

高齢者・基礎疾患
を有する方・妊婦・
子ども等の皆様は症
状があれば速やかに
発熱外来を受診しま
しょう。

重症化リスクの高
い方を守るため、低
リスクの方は、自己
検査・自主療養に御
協力をお願いします。



入院医療体制の確保

〇 症状に応じた適切な療養体制を確保できるよう、病床、宿泊療養施設を確保

7

病床・宿泊療養施設

感染状況に応じた入院フェーズの運用

症状に応じた適切な療養の実施

・変異株により感染力や重症化率が変動するため、入院フェーズ切替は病床利用率の状況により判断

・国の新たなレベル分類を踏まえ、フェーズⅢの病床利用率を20%→30％に変更

・オミクロン株の特性を踏まえ、無症状・軽症者は自宅での療養を基本

・病床1,712床（うち重症142床）、宿泊療養施設1,812室(うち医療強化915室)を確保

・感染拡大時には、医療機関に対し、受入病床の拡大及び転院促進について協力を要請

入院 中等症以上の者。特に中等症Ⅱ(SpO2≦93％、酸素投与が必要)以上の者を優先

宿泊 無症状または軽症者で、自宅での感染対策が困難な場合

医療強化 65歳未満で中等症Ⅰ、もしくは65歳以上等の軽症者

自宅 無症状または軽症者

入院フェーズ Ⅰ Ⅱ Ⅲ（現時点） Ⅳ Ⅴ

切替の目安 病床利用率 10%未満 10%以上
30%以上

（前回20％）
50%以上 総合的に判断

体制
病床

病床数 800床程度 1,000床程度 1,200床程度 1,400床程度 1,700床程度

うち重症 40床程度 70床程度 100床程度 120床程度 140床程度

宿泊 室数 800室程度 1,100室程度 1,400室程度 1,700室程度 1,800室程度



感染小康期 感染拡大初期 医療負荷増大期 医療機能不全期

オミクロン株
対応の

新レベル分類

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４（避けたいレベル）

保健医療の負荷
の状況

・外来医療・入院医
療ともに負荷は小さ
い。
（病床使用率概ね
０～30％（最大
確保病床ベース。以
下同じ。））

・診療・検査医療機関（いわゆ
る発熱外来）の患者数が急増
し、負荷が高まり始める。
・救急外来の受診者数も増加。
・病床使用率、医療従事者の欠
勤者数も上昇傾向。
（病床使用率概ね30～
50％）

・外来医療の負荷が高まり、発熱外来や救急外来
に多くの患者が殺到する、重症化リスクの高い方
がすぐに受診できないという事象が発生。
・救急搬送困難事例が急増する。
・入院患者も増加し、また医療従事者にも欠勤者
が多数発生し、入院医療の負荷が高まる。
（重点医療機関における医療従事者の欠勤急増、
病床使用率/重症病床使用率 概ね50％超）

・膨大な数の感染者に発熱外来や救急外来で対応しきれなく
なり、一般の外来にも患者が殺到する事象が発生。
・救急車を要請しても対応できず、救急搬送困難事例の件数
として把握できない状態が生じている。通常医療も含めた外
来医療全体がひっ迫し、機能不全の状態。
・重症化率は低くても、膨大な数の感染者により、入院が必要な
中等症Ⅱ・重症者の絶対数が著しく増加。
・多数の医療従事者の欠勤者発生と相まって、入院医療が
ひっ迫。
・入院できずに、自宅療養中・施設内療養中に死亡する者が多
数発生。
・通常医療を大きく制限せざるを得ない状態。
（重点医療機関における医療従事者の欠勤急増、
病床使用率/重症病床使用率 概ね80％超）

社会経済活動
の状況 ￣

・職場で欠勤者が増加し始め、
業務継続に支障が生じる事業
者も出始める。

・職場で欠勤者が多数発生し、業務継続が困難に
なる事業者も多数発生。

・欠勤者が膨大な数になり、社会インフラの維持にも支障が
生じる可能性。

（参考）
感染状況

・感染者は低位で推
移しているか、徐々
に増加している状態。

・感染者が急速に増え始める。 ・医療の負荷を増大させるような数の感染者が発生。 ・今冬の新型コロナウイルス感染者の想定を超える膨大な数の感
染者が発生。

今秋以降の感染拡大で保健医療への負荷が高まった場合に想定される対応
① 今秋以降にオミクロン株と同程度の感染力・病原性の変異株による感染拡大が生じ、保健医療の負荷が高まった場合に想定される対応
を以下の表において整理する。

② オミクロン株に対応し、外来医療等の状況に着目したレベル分類に見直した上で、各段階に応じた感染拡大防止措置を講ずる。
③ 医療負荷増大期においては、情報効果による個人の主体的行動につながる情報発信を強化するとともに、住民に対してより慎重な行動
の要請・呼びかけを行うことを選択肢とした「対策強化地域（仮）」の枠組みにより、感染拡大防止措置を講じる。
それでも感染拡大が続く場合等には、医療のひっ迫が想定される前の段階で、住民・事業者に対して、人との接触機会の低減について、

より強力な要請・呼びかけ（特措法２４条９項の要請又は呼びかけ）を行う。（「医療非常事態宣言（仮） 」）

※単純に感染状況で判断するのではなく、保健医療の負荷の状況、社会経済活動の状況等を踏まえて、都道府県が総合的に判断する。
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第20回（令和４年11月11日）
新型コロナウイルス感染症対策分科会資料抜粋



感染小康期 感染拡大初期 医療負荷増大期 医療機能不全期

①医療体制の
機能維持

・同時流行への備えを呼
びかけ（ワクチン接種、
検査キットや解熱鎮痛
薬の購入、相談窓口
の確認等）
・都道府県等に対して
発熱外来、電話・オン
ライン診療、健康ＦＵ
センター等の体制整備
等を依頼

・重症化リスクに応じた外来
受診・療養の協力を呼びか
け
・都道府県等に対して発熱
外来、電話・オンライン診
療、健康ＦＵセンター等の
体制の拡充を依頼
・医療機関等への協力要請
（感染症法１６条の２）

・保健医療の対応が限界を超えた状態であることを周知し、
理解を求める
・災害医療的な対応として、国・他の都道府県からの医療
人材の派遣等を行う

②感染拡大
防止措置

・オミクロン株対応ワクチ
ン接種の推進
・基本的感染対策の徹
底

・オミクロン株対応ワクチン接
種の更なる推進
・基本的感染対策の徹底
・医療機関・高齢者施設・
学校等の有効な感染対策
（10／13コロナ分科会）
に基づく対応をとることを促
す

 医療体制と社会経済の機能不全に対処するために、社
会の感染レベルを下げることが必要

③業務継続
体制の確保等

￣ ・各業界に業務継続体制の
点検・確保を呼びかけ

・ライフライン（電気、ガス、水道）、食料品、医薬品、物
流等の供給確保

感染拡大が著しい都道府県が、「対策強化宣言
（仮） 」を行い、以下の対応を地域の実情に応
じて実施。 国は、当該都道府県を「対策強化地
域（仮）」として位置づけ。（詳細は別紙参照）

 新たな行動制限は行わず、社会経済活動を維持し
ながら、感染拡大防止を図る

 今夏の「ＢＡ５対策強化地域」における住民・事業
者への要請・呼びかけの内容を基本としつつ、住民に
対してより慎重な行動を要請・呼びかけることも選択
肢とする

【情報発信の強化】
・住民に対し、感染拡大の状況、医療の負荷の状況を
丁寧に伝えるとともに、協力を呼びかける。

【住民に対して、慎重な行動を要請・呼びかけ（例）】
（法24条９項又は呼びかけ）
・普段と異なる症状がある場合には、外出、出勤、登
校・登園等を控えることを徹底する。
・混雑した場所や感染リスクの高い場所への外出など、
感染拡大につながる行動を控える。

・特に、大人数の会食や大規模イベントへの参加は見合
わせることも含めて慎重に検討判断。

・学校・部活動、習い事・学習塾、友人との集まり等での
感染に気をつける。

【高齢者施設等の感染対策強化】
・高齢者施設等の集中的検査の拡大・推進、利用者の
節目での検査の実施等。

国の対応

【住民・事業者に対して、人との接触機会の低減について、
より強力な要請・呼びかけを行う】
（法24条９項又は呼びかけ）
⇒「医療非常事態宣言（仮） 」

・外出・移動は必要不可欠なものに限ることを要請
（出勤大幅抑制、帰省・旅行の自粛も要請）。

・飲食店や施設の時短・休業は要請しないが、外出自粛
要請に関する理解を求める。イベントの延期等の慎重な
対応を要請。
・原則として、学校の授業は継続。部活動の大会や学校行
事等には開催方式の変更等を含め慎重な対応を要請。

・重症化リスクに応じた外来受診・療養の協力、救急医療
の適正利用を強く要請・呼びかけ
・地域の感染状況に応じて、拡充された発熱外来、電話・
オンライン診療、健康ＦＵセンター等の体制で対応
・入退院調整の適切な実施、医療従事者の欠勤状況も
踏まえた病床確保のフェーズ引き上げを適切に実施
・医療機関等への協力要請（感染症法１６条の２）
・濃厚接触者となった医療従事者が待機期間中であって
も医療に従事できる運用を可能な限り実施するよう医
療機関に要請

・多数の欠勤者を前提した業務継続体制の確保を促す
・一時的に業務が実施できない場合があることやその時
の対応について、事前に、住民や取引先、顧客等に示
すことを促す
・接触者に対する出勤停止を要請しないことを周知する

医療負荷増大期において、感染拡大のスピードが急激
な場合や、左記の対策を講じても感染拡大が続く場合
には、医療ひっ迫を回避するために、地域の実情に応じ
て、速やかに以下を実施

9・濃厚接触者の待機の取扱いについて検討



ワクチン接種強化期間の設定

３ 普及啓発の強化

年末をワクチン接種強化期間（11月中旬から12月下旬）と位置づけ、県接種会場の利便性向上や、小児接種の
促進に取り組むとともに、普及啓発を強化する。

１ 県接種会場の利便性向上(12月～）

① 副反応を疑う症状等に対する医療体制の強化(県立こども病院を追加)（別紙）
② 小児本人向けの啓発動画作成（今後、作成・公表予定）

２ 小児接種の促進に向けた取組

① 予約なし接種の再開、夜間接種の拡大〔週1日(金)⇒週2日(金・土)〕
② ファイザー社２価ワクチン(BA.4/5)の接種機会等の拡充

・接種日の拡大 〔週2日(木・日)⇒週4日(火・木・金・日)
・対象年齢の拡大〔16歳以上⇒12歳以上〕

③ モデルナ社２価ワクチン BA.1からBA.4/5への切替え〔週３日(月・水・土)〕
※武田社ワクチン(ノババックス) については、11月8日以降、4回目接種も可（神戸第1･2会場,姫路会場)

ただし、11月8日以降に3、4回目接種を行った場合、その後、m-RNAワクチンの接種は不可

① デジタルサイネージ等での普及啓発(約20カ所)
② ラジオ番組による啓発強化（Kiss-FM・ラジオ関西)
③ インターネット広告の活用とSNSによる情報発信強化

（オミクロン株対応ワクチンの早期接種、初回接種の年内完了）

（第7波以降増加した、こどもの感染拡大防止・重症化予防）

小児の感染状況
第１～５波 第６波 第７波

－
R3.12.20
～R4.6.17

R4.6.18
～R4.10.12

78,771 357,118 583,807

うち10歳未満 4,689( 6.0%) 58, 224(16.3%) 79, 946(13.7%)

うち10歳代 9,168(11.6%) 61, 037(17.1%) 82, 934(14.2%)

 

期　間
新規感染者数
（期間累計）

ｵﾐｸﾛﾝ株対応ﾜｸﾁﾝ(3回目以降)接種率 (11/7)

うち高齢者
接種率 (65歳以上)

全 国 6.8% 5.3%

兵庫県 6.1% 4.9%

全体

初回接種(2回目完了)の接種率 (11/8)

接種率
全 国 80.4%
兵庫県 78.3%

小児接種(2回目)の接種率 (11/7)

接種率
全 国 19.1%
兵庫県 10.3%
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被接種者

（新型コロナ
ワクチン接種
後の副反応を
疑う症状等が

ある方）

受診、相談

身 近 な
医療機関
（接種医、

かかりつけ医、
近隣医院等）

相談

専門的な
医療機関

・神戸大学医学部
附属病院

・兵庫医科大学病院
・兵庫県立こども病院
(令和4年11月18日から)

※ ただし、兵庫県立
こども病院は、生後
6ヶ月～15歳まで

・兵庫県新型コロナワクチン
専門相談窓口

・兵庫県新型コロナワクチン
小児接種専用相談ダイヤル

相談等

回答、
受診のお勧め

新型コロナワクチン接種後の副反応については、まずは接種医・かかりつけ医等による受
診・相談対応としているが、対応が困難な場合には、専門的な医療機関にて対応している。

副反応を疑う症状等に対する医療体制の強化

⇒ ５歳～11歳対象の小児接種に加え、10月24日より生後６ヶ月～４歳への乳幼児接種
が開始されたことを受け、専門的な医療機関に県立こども病院を追加する。

1１
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保健医療・福祉・社会活動分野における第７波までの対応への評価・課題及び今後の対応 
 

Ⅰ 第１波～第７波の感染状況 
 

１ 感染状況 

 第１波 第２波 第３波 第４波 第５波 第６波 第７波 

期 間 R2.3.1～5.16 R2.6.19～10.31 R2.11.1～R3.2.28 R3.3.1～6.30 R3.7.1～12.19 R3.12.20～R4.6.17 R4.6.18～R4.10.11 

新規感染者数（期間累計） 699 人 2,551 人 14,718 人 22,949 人 37,854 人 357,118 人 582,656 人 

１日最大感染者数 42 人(4/11) 62 人(7/31) 324 人(1/9) 629 人(4/24) 1,088 人（8/18) 6,562 人(2/10) 12,376 人(8/11) 

１日最大重症患者数 32 人(4/22) 18 人(8/19､10/17,18) 77 人(1/16) 101 人(5/11) 85 人 （9/7) 53 人(2/15) 50 人(8/26) 

１日最大自宅療養者数 － － － 1,817 人(5/8) 4,715 人（8/27) 53,924 人(2/14) 83,903 人(8/17) 

最大病床使用率 103.3%(4/19) 40.3%(8/2) 79.4%(1/20) 85.1%(4/22) 75.3%(9/3) 77.2%(2/24) 68.2%(8/17) 

最大重症病床使用率 93.3%(4/19､20) 16.3%(8/19､10/17,18) 66.3%(1/16) 83.0%(5/6) 59.8%(9/7) 37.3%(2/15) 35.2%(8/26) 

 

２ 死亡者の状況（発表日ベース） 

 第１波 第２波 第３波 第４波 第５波 第６波 第７波 

死亡者数 45 人 18 人 467 人 777 人 91 人 845 人 645 人 

うち高齢者数（60代以上） 43 人 18 人 456 人 744 人 73 人 832 人 622 人 

うち高齢(60 代以上)割合 95.5% 100% 97.6% 95.7% 80.2% 97.5% 96.4% 

死亡率(感染者数からの割合) 6.43% 0.70% 3.17% 3.38% 0.24% 0.23% 0.11% 
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Ⅱ 課題と今後の対応（案） 
 

１ 医療体制 

(1) 入院医療体制 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a フェーズに応じた機動的な

医療体制を構築 

b 空床補償や患者受入医療機

関への支援 

 

 

 

c 転院支援窓口の設置等によ

る回復者の転院支援 

d 新型コロナウィルス入院コ

ーディネートセンター（CCC-

hyogo）による入院調整 

e 中和抗体薬の投与体制を整

備 

 

f 医療従事者との意見交換会

の実施 

 

ab 感染者数や病床使用率を踏

まえた迅速かつ一般医療に

配慮した病床を確保・運用で

きたが、変異株や感染者の急

増等の状況に応じたさらな

る病床等の確保・運用の検討

が必要 

c 感染者急増時にも、適切に入

院病床を確保 

d 円滑な入院調整により、症状

に応じた適切な医療を確保 

 

e 専用病床で宿泊療養施設と

連携した短期入院による治

療でハイリスク患者に対応 

f 診療内容や各病院の課題、先

進事例等の共有により、医療

機関全体で対応に取り組む

機運が醸成 

①感染拡大特別期において、症

状に応じた適切な療養を実

施 

 中等症（概ねⅡ程度）→入院 

 中等症（概ねⅠ程度）→宿泊 

 軽症・無症状→自宅療養 

 を基本 

 

 

 

 

②フェーズに応じた病床､宿泊

施設の確保 

 ・入院病床（1,712 床） 

 ・宿泊療養施設（16 施設、

2,411 室） 

①高齢者等の長期入院で入院

病床の逼迫が生じたが、適切

な療養実施や転院促進で一

定改善したものの、退院基準

を満たした患者の退院調整

が難航するケースもあるた

め、引き続き、受入体制の整

備が必要（小児患者の増加に

で小児重症病床が一時逼迫

したことから、小児重症症例

への対応拡充の検討も必要） 

②医療機関で職員の感染･待機

が増加したことでマンパワ

ー不足が生じ、診療の一部制

限が発生。また、救急等一般

医療に影響が出た時期も確

認されたほか、こどもの重症

患者数の増加原因や入院期

間が長期になった原因等、オ

ミクロン株特有の治療情報

の分析等が必要 

①医療機関の役割分担の明確

化や転院促進等により、症状

に応じた適切な療養体制を

確保｡また、医療逼迫の回避

に向け、小児患者等の治療情

報等を分析し、医療機関等と

の意見交換会で結果を共有

し、科学的知見に基づいた対

策を推進するとともに、妊婦

や小児等配慮が必要な患者

への対応についても検討 

②発生届の限定化等国の制度

変更を踏まえ、療養区分を見

直すとともに、コロナ医療と

通常医療の両立を見据えた

医療体制について検討 
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(2) 宿泊療養体制 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a フェーズや自宅療養への移

行に応じた機動的な宿泊療

養体制を構築 

 

 

 

 

 

 

b 看護師による 24 時間体制の

構築やマニュアルの作成、健

康観察アプリ等の導入 

 

c DMAT 等の仕組みを活用した

医療チームの派遣（医療強化

型宿泊療養施設）及び往診の

実施 

d 往診・宿泊施設派遣医師の育

成 

a 感染者数等に応じ、速やかに

宿泊療養施設を確保・運用で

きたが、利用率が低迷してい

るものの、本人又は家族がハ

イリスク者に該当する患者

対応として一定程度必要／

社会経済活動の再開に伴う

宿泊施設業者の状況を見据

えた対応が必要 

b 看護師等の派遣を委託する

など、人材確保を継続し、安

全かつ適切な健康観察体制

を整備 

c 症状に応じた適切な療養が

可能となり、医療ケアが必要

な患者の受入が増加 

 

d 現場対応の研修により、医師

派遣・往診体制が強化され、

医療ｹｱが充実 

①感染状況に応じて宿泊療養

施設を確保 

 

 

②社会経済活動の再開に伴う

宿泊施設事業者の意向を踏

まえ、都度、確保数を調整 

①自宅での隔離が困難な者を

中心に宿泊療養施設を活用 

 

 

②社会経済活動の再開に伴う

宿泊施設業者の状況を見据

えた対応が必要 

①家庭内感染防止の観点から、

自宅での隔離が困難な者に

ついて、宿泊療養施設を積極

的に活用 

②社会経済活動の再開に伴う

宿泊施設業者の状況や発生

届の限定化等国の制度変更

による影響を注視しつつ、適

切な療養体制について検討 
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(3) 外来医療体制及び医療資材の確保等 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a 帰国者・接触者外来の設置 

 

 

b 発熱等診療・検査医療機関を

指定・公表（指定 1,710 ヶ所、

うち公表 1,433 ヶ所（公表率

83.8%））し、健康観察・診療を

実施 

c 大型連休等に診療を行う医

療機関・薬局への運営経費を

支援 

d 発熱等受診・相談センターの

設置 

e 発熱等診療・検査医療機関の

公表 

 

 

f 医療機関や社会福祉施設等

における医療資材等の備蓄 

a 当初は設置数が少なく、苦情

もあったが、施設整備補助を

通じ、さらなる確保を推進 

b 国から全ての医療機関の公

表を検討するよう要請。自宅

療養を行う軽症や無症状者

への生活支援を含めたフォ

ローアップが必要 

c 年末年始・ゴールデンウィー

ク等における外来医療・検査

体制を確保 

de かかりつけ医のない方から

の相談に応じ、適切な受診に

つながったが、保健所を介さ

ず受診可能な発熱等診療･検

査医療機関へのアクセス向

上が必要 

f 施設等に加え、県でも使用量

の数ヶ月分を確保したが、使

用期限の到来が近い資材の

活用の検討が必要 

①発熱等診療･検査医療機関の

公表 

 [指定機関] 

 ・1,801 ヶ所（うち公表 1,523

ヶ所、公表率 84.6％） 

②発熱等診療･検査医療機関に

おいて、健康観察・診療を実

施 

 

③重症化リスクの高い方への

外来医療体制を確保するた

め、抗原検査キットを配布す

るとともに、自主療養制度を

導入（R4.8.5～） 

 

 

 

 

④感染者数の増加に合わせ、発

熱等診療･検査医療機関の指

定を増やすなど、外来医療体

制を強化 

①国から全ての医療機関の公

表を検討するよう要請 

 

 

 

②自主療養や自宅療養を行う

軽症・無症状者への体調悪化

時の対応や生活支援を含め

たフォローアップが必要 

③外来医療の負担軽減に貢献 

 [抗原検査キット配布数] 

 ・県：76,382件 

  （R4.11.10現在） 

 ・市町：98,514件 

  （R4.9.30現在） 

 [自主療養者登録数（県登録分）] 

（R4.8.5～R4.11.10） 

・30,201 人 

④新型コロナ・インフルの同時

流行により多くの発熱患者

が発生した場合は、更なる外

来医療の強化が必要 

①発熱等診療・検査医療機関の

指定を引き続き進めるとと

もに、医師会と協調して、非

公表の医療機関に公表の働

きかけを継続 

②自宅療養者等相談支援セン

ターの相談体制等、自主療養

者や自宅療養者のフォロー

アップ体制を強化 

③④新型コロナ・インフルの同

時流行に備え、抗原検査キッ

ト配布の継続、新型コロナ・

インフル同時検査キットの

備蓄を行うとともに、流行期

に診療の拡充を行う医療機

関へ協力金を支給 

 感染状況に応じて、外来提供

体制の拡充や県民への呼び

かけを機動的に実施 
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第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

  ⑤食料品や日用品、常備薬等の

備蓄を呼びかけ 

 

⑥休日夜間の救急外来体制で

対応 

⑤体調悪化時や自宅療養等へ

の備えを強化 

 

⑥さらなる急な発熱患者の増

加に対応するためには、休日

夜間の救急外来の体制強化

が必要 

⑤感染時に備え、抗原検査キッ

トの購入や１週間程度の備

蓄の呼び掛けを継続 

⑥小児を含め、体調悪化時の救

急体制を充実 
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２ 自宅療養者等のフォローアップ 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a 帰国者・接触者相談センター

及び 24 時間体制の自宅療養

者等相談支援センター（最大

50 回線）の設置 

 

 

 

 

b 健康相談コールセンターの

設置・強化（最大 10→30 回

線） 

 

 

 

c 健康観察ｱﾌﾟﾘによる自己チ

ェック、専門職による健康相

談及び家庭訪問の実施 

d 市町と連携した生活支援 

 

 

 

a 帰国者・接触者相談センター

は有効な対策として機能。健

康福祉事務所の業務がひっ

迫したものの自主療養者等

相談支援センターの設置に

より保健所業務の負担が軽

減され、重症化リスクが高い

感染者に対応集中 

b 人材派遣の導入により 24 時

間の相談体制を構築。コロナ

の後遺症は、確立された治療

法がないため、就労や生活な

どに配慮し、対象者への相談

及び医療体制の整備が必要 

c 自宅療養者の病状の適切な

把握や悪化時の早急な対応

に接続 

d 自宅療養者急増により、支援

セット（食料品、衛生資材等）

やパルスオキシメーターの

配布遅延が発生 

①24 時間体制の自宅療養者等

相談支援センターを設置（最

大 50回線） 

 

 

 

 

 

②生活支援を実施する市町の

経費を県が負担する等、市町

と連携した生活支援の実施 

 

 

 

 

③保健所との連携による、入院

等医療が必要な療養者への

対応 

 

④健康相談コールセンターの

強化（最大 30回線） 

 

⑤往診等を行った医療機関等

に対して協力金を支給 

①自宅療養者等相談支援セン

ターの設置により保健所業

務の負担が軽減され、保健所

等が重症化リスクが高い者

に集中して対応（陽性者の増

加時は電話が繋がりにくく、

全ての相談に対応が困難） 

 

②自宅療養者の急増により、支

援セット（食料品、衛生資材

等）やパルスオキシメーター

の配布遅延が発生 

 

 

 

③自宅療養者等相談支援セン

ターで入院調整等に必要な

十分な情報を収集できず、保

健所への連絡に時間が必要 

④陽性者の増加時には電話が

繋がりにくく、全ての相談に

対応が困難 

⑤自宅療養者等の往診等によ

る医療を確保 

①自宅療養者等相談支援セン

ターの相談対応体制を強化

し、医師会の協力の下、陽性

患者に診断時等早期から「自

宅療養者等相談支援センタ

ー」を周知（自宅療養者等相

談支援センターの回線数を

増やす等、体制拡充を検討） 

②自宅療養生活に備えた必要

物資について、ちらし、ホー

ムページ等で周知するとと

もに、支援セットの調達業者

を複数確保し、パルスオキシ

メーターを同センターから

の直接配送で配布を迅速化 

③所定の様式を用いることに

より、保健所との連携を強化

し対応を迅速化 

 

④健康相談コールセンターの

強化（最大 30→40 回線） 

 

⑤感染状況に応じた往診・訪問

看護・調剤体制等を確保 
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第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

e 妊婦への血圧計の貸し出し

及び小児へのパルスオキシ

メーターの配布 

f 往診実施医療機関への支援 

 

 

g 経口抗ウィルス薬の配備薬

局の確保 

【登録施設数】 

・ﾗｹﾞﾌﾞﾘｵ：1,754 医療機関、

1,306 薬局（R4.9.15 時点） 

・ﾊﾟｷﾛﾋﾞｯﾄﾞ：541 医療機関、

439 薬局（R4.10.31 時点） 

e 妊婦や小児の症状の変化を

適切に把握できたほか、療養

中の不安を軽減 

f 往診・調剤・訪問看護を実施

した事業所に協力支援金を

給付し、医療提供体制を充実 

g［ﾗｹﾞﾌﾞﾘｵ］1,306 薬局を登録

薬局として確保し、内 1,046

薬局で配備済み（R4.9.15 現

在） 

 ［ﾊﾟｷﾛﾋﾞｯﾄﾞ］439 薬局を登録

薬局として確保し、内 345 薬

局で配備済み（R4.10.31 現

在） 

⑥経口抗ウイルス薬（ラゲブリ

オ）の供給の役割を担う薬局

の確保 

 

 

 

 

 

 

⑦健康相談コールセンターを

外部委託し、感染状況に応じ

て相談体制を強化（最大 130

回線） 

 

 

⑧在日外国人患者等に対し、保

健所等でポケトークや通訳

等を介して対応 

⑥県下 59 薬局を登録薬局より

もラゲブリオの在庫を多く

持つことのできる「供給の役

割を担う薬局」として確保済

み（R4.9.15 現在） 

 

 

 

 

⑦コロナの後遺症は、原因は不

明な点が多く、確立された治

療法がないため、就労や生活

などへの支障に配慮し、対象

者への相談及び医療体制の

整備が必要 

⑧訪日外国人の受入再開を見

据え、多言語対応可能な窓口

が必要 

⑥新たな経口抗ウイルス薬（ゾ

コーバ）の承認時期及び承認

後の供給体制に関する情報

収集に努め、供給体制を整

備。経口抗ウイルス薬（パキ

ロビッド）の配備に向け、配

備薬局の登録を促進（※ラゲ

ブリオについては、R4.9.16

より一般流通が開始） 

⑦「罹患後症状」に悩む方々へ

の相談支援として、専用相談

窓口「ひょうご新型コロナ後

遺症相談ダイヤル」を開設

（7/7） 

 

⑧国の水際対策緩和を踏まえ、

訪日外国人等が発熱等体調

不良時に利用する多言語対

応相談窓口「兵庫県新型コロ

ナ外国人専用健康相談窓口」

を開設（11/1） 
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３ 保健所体制 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a 県職員に加え、潜在看護職

（看護協会・看護系大学）や

OG 保健師等による応援派遣

の実施 

b 保健所応援職員の派遣体制

強化（計 7,605 人 (本庁

等:4,363 人､県民局:3,241

人)） 

c 民間派遣チームを活用した

事務補助 

d 積極的疫学調査の重点化 

 

 

e リエゾン（連絡調整要員）の

配置 

 

f 保健所業務の集約化のため、

「保健所業務支援室」を設置

（約 1,120 人応援） 

 

g ICT を活用し、保健所業務フ

ローを統一化するためプロ

ジェクトチームにより新シ

ステムを検討（R4.5～） 

a 負担軽減に繋がったが、感染

者急増に伴い、保健所業務が

逼迫したことから、機動的な

応援体制の確保が必要 

b 応援職員の増員と県職員派

遣時の長期派遣の実施によ

り、陽性者数の増加に対応 

 

cd 迅速な療養調整が可能とな

り、第６波ではオミクロン株

の特徴を踏まえた重点化に

より保健所が重症化リスク

のある者への対応に集中 

e 各保健所の課題に応じた応

援ができたほか、応援受入に

かかる保健所の負担を軽減 

f 一部業務が集約され保健所

業務の逼迫を回避できたが、

感染患者急増による療養証明

依頼が増加し、発行が遅延 

g PT で検討したシステムを全

て構築するには、時間も経費

もかかるため、優先業務から

対応 

①保健所の一部業務を保健所

業務支援室に集約（県職員：

２名常駐、民間派遣職員 30

名、本庁等からの職員応援派

遣最大 60名)、保健所への県

民局・県民センター職員の応

援派遣（のべ 1,326 人（期間

7/16～9/26）、最大 38 人/日） 

②国における保健医療体制の

重点化（発生届出対象の限定

等）について、陽性者登録支

援センター(9/26)の導入等

により適切に対応 

 

③保健所の夜間業務を軽減す

るため、「夜間保健所支援セ

ンター」を設置 

 

④休日の保健所体制を強化す

るため、看護系大学や庁内外

保健師の応援派遣を実施 

①応援職員の増員と県職員派

遣時の長期派遣の実施によ

り、陽性者数の増加に対応 

 

 

 

 

 

②発生届出対象外の方が体調

悪化した場合の対応が必要 

 

 

 

 

③夜間の消防や医療機関から

の依頼に基づく入院調整、民

間救急車等の手配等により

保健所業務を軽減 

④健康観察や医療調整など、重

点化したハイリスク者への

対応につながった 

 

①感染状況等に応じて、民間派

遣の増員及び県職員の全庁

応援により、保健所応援及び

保健所業務支援室の体制を

強化するとともに、業務負担

軽減及び感染情報共有化の

ため、全県で感染情報を共有

するシステムを構築 

②医療機関から配布されるチ

ラシやICTを活用した陽性者

の登録、体調悪化時の連絡先

等を周知。また、登録完了確

認メールの画面の提示によ

り円滑な受診を支援 

③感染状況に応じて夜間保健

所支援センターの体制を強

化 

 

④今後も発生状況に応じて機

動的に保健師の応援派遣を

調整 



- 9 - 

４ その他 

(1) 検査体制 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a 健康科学研究所の体制強化

及び民間委託の推進 

 

b 地域外来・検査センター開設 

 

 

 

c ハイリスク者が多い施設等

における幅広な検査の実施 

 

d 政府実施の無症状者向け PCR

検査（モニタリング検査）への

協力 

 

 

e 抗原検査簡易キットの配布 

 

f 無料検査事業の実施（感染拡

大傾向時の一般検査事業、ワ

クチン･検査パッケージ等定

着促進事業） 

g 変異株PCR検査及びゲノム解

析の実施 

a 検査機器の導入支援や休日

の検査実施、民間委託により

検査体制を拡充 

b センターの設置や発熱等診

療・検査医療機関の指定を進

め、検査処理能力拡充ととも

に、検査対象者の拡大を推進 

c 濃厚接触者に加え、幅広く関

係者に検査を実施すること

で、クラスター化を抑制 

d 流行傾向の把握等一定の役

割を果たしたが、感染拡大時

の検査体制構築には全国的

な無料検査体制が必要 

e 希望施設への配布を通じ、流

行の早期探知体制を構築 

f 感染拡大時には、無症状陽性

者が受診できる医療機関が

限られ、陽性判定から受診ま

で時間がかかる事例が発生 

g 新たなオミクロン株の亜種

が発生するなど、変異株の監

視体制が必要 

①抗原検査キットを配布する

とともに、自主療養制度を導

入（R4.8.5～） 

 

 

 

②無料検査事業（定着促進事業

及び感染拡大傾向時の一般

検査事業）を実施し、お盆を

含む夏休み期間には、主要駅

等３箇所に臨時の検査拠点

を設置 

③変異株PCR検査及びゲノム解

析の実施 

①感染確認目的の外来医療機

関の受診を一定程度抑制す

ることに貢献 

 [自主療養者登録数] 

 （R4.8.5～R4.11.10） 

 ・30,201人 

②抗原検査キットのOTC化等を

踏まえ、今後の一般検査事業

の取扱いは要検討（定着促進

事業は8/31に全国一律で終

了） 

 

③新たなオミクロン株の亜種

が発生するなど、変異株の監

視体制が必要（第６波「BA.1」

「BA.2」系統主流から第７波

「BA.5」系統主流への置き換

わり） 

①当面の間、県民や高齢者施設

等に抗原検査キットを配布 

 

 

 

 

②感染者数や近隣府県の状況

等を踏まえ、当面の間、一般

検査事業を継続 

 

 

 

③変異株PCR検査・ゲノム解析

などのゲノムサーベイラン

ス体制を強化し、新たな変異

株の動向を把握 
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(2) ワクチン接種の推進 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a ワクチン対策課及び県参事、

室参事、課参事の設置 

 

b 医療従事者及び高齢者等へ

の優先接種の実施 

c 県大規模接種会場を設置し、

夜間接種、当日予約の受付､

団体接種の予約受付の実施、

市町と連携した追加接種を

推進 

・大規模接種会場の接種者数 

  ３回目：87,572 人 

 （4/19 時点） 

d 職域接種の開始 

e 副反応専門相談窓口及び副

反応専門医療機関の設置 

f モデル名及びアストラゼネ

カワクチン接種センターの

設置 

 

g ノババックスワクチンの接

種開始 

a 市町等との連携により、接種

希望者が円滑に接種できる

接種体制を構築 

b ７月末で２回目の優先接種

が完了 

cd 市町が行う住民接種が加速

したが、若者世代における追

加接種の接種率が低いため、

若者等の接種促進に向け、最

新の知見に基づくワクチン

接種の効果等の情報発信の

強化等が必要 

 

 

e 接種前後の副反応への不安

を払拭し、接種が促進 

f セーフティネットの役割を

果たすとともに、アレルギー

反応があり接種できない者

への接種機会を確保 

g mRNA ワクチンに対するアレ

ルギーを持つ者や副反応に

不安のある者等に対し、新た

な選択肢を提示 

①大規模接種会場の設置等、接

種の更なる促進 

[大規模接種会場接種者数] 

 ３回目：115,128 人（11/13） 

 ４回目：26,096 人（11/13） 

 ５回目：2,712 人（11/13） 

 

 

 

②オミクロン株対応ワクチン

接種の推進 

 

 

 

③ノババックスワクチン接種

の促進 

 

 

④小児接種の促進 

①②第７波のリバウンド及び

第８波の到来を防ぐため、接

種率の低い若者世代におけ

る接種促進のための情報発

信を強化するとともに、オミ

クロン株対応ワクチンの接

種を加速することが必要 

 また、季節性インフルエンザ

との同時流行に備えた対応

の検討が必要 

 

 

 

 

③mRNA ワクチンへのアレルギ

ーがある者や副反応への懸

念がある者に選択肢の一つ

として接種を促進 

④小児接種の努力義務化及び

追加接種開始を踏まえ、普及

啓発の強化及び小児接種専

用相談ダイヤルの設置を実

施 

①２箇所の県接種会場を設置

し、予約なし接種の再開、夜

間接種の拡大を図るととも

に、ファイザー社２価ワクチ

ン（BA.4/5）の接種機会を拡

充する。また、動画等による

情報発信やラジオでの啓発

強化など、若者のワクチン接

種加速に向けた取組を推進 

②最後に受けた接種の完了か

ら３ヵ月経過後、速やかにオ

ミクロン株（BA.1 または

BA.4/5）対応ワクチンを接種

するよう要請 

③県としてノババックスワク

チンの接種会場を３会場設

置し、引き続き接種機会を確

保 

④副反応を疑う症状に対する

専門相談医療機関として、県

立こども病院を追加すると

ともに、啓発動画を作成 
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(3) 高齢者施設への対策 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a 協力施設からの職員派遣等

の仕組みを整備 

b 新規就労職員・新規入所者へ

の検査の実施 

 

c 回復者の退院受入支援の実

施 

 

 

 

d 感染管理認定看護師等を派

遣 

 

e 施設従事者に対する集中的

検査の実施・強化（月１回→
２回） 

 

 

f 施設利用者､従事者の３回目

ワクチン優先接種の実施 

 

a 協力施設確保のため、各施設

への一層の協力要請が必要 

b 施設に新型コロナを持ち込

まないよう、検査の積極的活

用の周知が必要 

c 回復者の受入を感染疑いが

あるとして拒むことは受け

入れ拒否の正当理由に該当

しないことの徹底と、退院受

入支援の活用の周知が必要 

d 患者発生時の派遣により、ク

ラスター化を防ぐ初動体制

の構築を支援 

e 施設等に対する検査の積極

的活用の周知が必要。株の特

性や感染状況、ワクチン接種

状況等を踏まえ、迅速かつ柔

軟な方法の検討が必要 

f 従事者の接種券が各市町か

ら届くのを待ち、接種が遅れ

ることがあったため、早期の

接種に関し、各市町への依頼

が必要 

①感染防止対策の周知徹底を

図るほか、保健医療部と福祉

部が連携し、施設、医療機関、

保健所の情報共有の促進と、

連携体制を強化する取組を

実施 

 ｱ)施設の配置医師や協力医

療機関の連携状況等の調

査を実施（7/12） 

 

 

 

 

 

 ｲ)配置医師、協力医療機関の

医師、施設管理者等を対象

に し た 研 修 会 の 開 催

（8/26） 

 

 ｳ)退院する高齢者を介護老

人保健施設で受入れる際

の支援相談窓口を設置

（8/4） 

①感染防止対策のさらなる徹

底や、地域の実情に応じた施

設と医療機関のさらなる連

携が必要 

 

 

 ｱ)調査結果を保健所に送付

して各施設等の状況を共

有、調査結果を踏まえて配

置医師等に対して経口抗

ウイルス薬の使用のため

必要な登録センターへの

登録を依頼 

 

 ｲ)研修当日、622 施設が視聴

（終了後の動画配信の再

生回数 3,030 回（～9/12）） 

 

 

 ｳ)相談窓口を県及び（一社）

県介護老人保健施設協会

に設置 

①感染防止対策等について 

・新型コロナ・インフル同時流

行を踏まえた対策を改めて

注意喚起 

・関係医療機関との連携強化を

引き続き依頼 

 ｱ)経口抗ウイルス薬のうち

｢ラゲブリオ｣について、

9/16 から一般流通に変更

（登録センターへの登録

が不要）となったことを踏

まえ、配置医師等からの処

方を受け積極的に活用す

るよう引き続き依頼 

 ｲ)高齢者施設等に対し、施設

管理者と配置医師等の間

で、感染者発生時の初期対

応について協議するよう

引き続き依頼 

 ｳ)相談窓口による受入支援

を引き続き実施 
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第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

g 施設での感染防止対策の徹

底 

 (感染防止に関する通知の発

出等) 

h クラスター発生施設等に共

通する「感染拡大につながる

要素」に関して留意事項を作

成し周知 

i 感染者が、やむを得ず当該施

設での療養となった場合に、

当該継続入所に要する経費

の支援 

j 施設従事者である濃厚接触

者の毎日の検査を条件とし

た待機免除の円滑な実施に

必要な抗原検査キットを健

康福祉事務所等で備蓄 

g 感染防止対策のさらなる徹

底や、地域の実情に応じた施

設と医療機関のさらなる連携

が必要 

h 当該留意事項の継続的な周

知を実施 

 

 

i 各施設に対して経費の支援

を実施 

 

 

j 健康福祉事務所等で抗原検

査キット 14,000 個を備蓄 

②新型コロナウイルスの感染

を早期に発見し、事業継続を

支援するため、高齢者施設等

の従事者に対する検査を実

施 

 

 

 

 

 

 

 

③入所者等へのワクチン４回

目接種の促進 

 

②施設従事者に対する集中的

検査の充実が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③入所者全員の迅速な接種に

ついて市町に依頼（5/17）、接

種対象の拡充を踏まえ、従事

者への迅速な接種も市町に

依頼（高齢者 7/2、障害者

7/22） 

②集中的検査について 

・検査回数を拡充（原則週１回

→週２回） 

・積極的に検査を実施するよ

う引き続き周知 

 

 

 

 

 

 

 

③オミクロン株対応ワクチン

の迅速な接種について、市

町、施設等に依頼（10/24） 

 

 

 

  

 

【参考】これまでの検査回数等の拡充 

区分 R4.6.26まで R4.6.27～ R4.8.4～ 

検査回数 ２週に１回程度 週１回程度 同左 

検査方法 PCR検査 抗原定性検査 同左 

検査対象 入所・通所 同左 入所･通所･訪問 

 
      あわせて、国備蓄の抗原検査キットを活用し、濃厚接触者等となった入所者・従事者 

等に対して早期に検査を実施できるよう、施設等からの要請に応じてキットを配布 
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５ 社会活動制限 

第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

a 不要不急の外出等の自粛、多

数利用施設の使用制限、イベ

ントの開催制限、飲食店等の

休業・時短営業の要請等を実

施 

 

 

 

 

 

b 同一交流圏である大阪府・京

都府と整合を図ったうえで、

外出自粛等の要請を実施 

 

c 適切なマスク着用や三密の

回避、定期的な室内換気など

感染防止策の徹底とともに、

職場や施設等において、「業

種別ガイドライン」による基

本的な感染防止策の徹底を

呼びかけ 

a 感染拡大防止と社会経済活

動の両立を図るため、各種要

請については、国の方針を踏

まえつつ、現場の状況に応じ

た期間や内容等により実施

することが必要（飲食店への

休業・時短営業については、

飲食店におけるクラスター

の発生が減少する等一定の

効果あり） 

b 外出自粛等の要請について、

近隣府県との間で整合を図

ることにより、感染拡大防止

に寄与 

c 飲食や休憩、部活等具体的な

事例に基づく周知を通じて

基本的な感染防止策を徹底

することは重要 

①国の基本的対処方針や感染

状況等を踏まえ、基本的な感

染防止策の徹底やイベント

の開催制限を実施（飲食店等

の休業・時短営業の要請等は

無し） 

②イベントの開催について、国

の基本的対処方針を全エリ

アに一律に適用することに

より、開催が見送られる例が

あったことから、県が地域の

実情に合わせ、エリアごとで

求める感染対策を明示する

等、感染防止対策の具体的な

考え方を市町に提示（6/28、

9/15） 

③適切なマスク着用や三密の

回避、定期的な室内換気など

感染防止策の徹底とともに、

職場や施設等において、「業

種別ガイドライン」による基

本的な感染防止策の徹底を

呼びかけ 

①感染拡大防止と社会経済活

動の両立を図った結果、重症

者を含めた病床使用率は第

６波のピークを下回った 

 

 

②国の指針に基づくイベント

制限は有効であるが、基本的

な考え方にとどまるため、地

域の実情に応じ、現場に即し

た制限の具体的な考え方を

示していくことは有効 

 

 

 

 

③基本的な感染防止策の徹底

は重要 

①国の基本的対処方針や感染

状況等を踏まえ、社会経済活

動と両立可能な感染防止策

を引き続き実施 

 

 

②地域のにぎわいを取り戻す

ため、イベント開催制限の基

本的な考え方に加えて、現場

に応じた具体的な考え方を

提示するなど、地域の活動が

適切に行えるよう、引き続き

分かりやすい情報発信を推

進 

 

 

③基本的な感染防止策の徹底

を引き続き周知 
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第１～６波 第７波 

今後の対応（案） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 
主な対応 

評価・課題等 

（下線部：現在も残る課題） 

d 在宅勤務（テレワーク）や時

差出勤等により、人と人との

接触の機会を減らす等、感染

拡大予防対策を推進 

e 本部会議等の都度、記者会見

において、知事から県民等に

対する感染防止等のメッセ

ージを発出 

f パーティション等の設置や

座席の間隔確保、手指消毒の

徹底など基準を満たしてい

る飲食店等について、新型コ

ロナ対策適正店の認証制度

を実施 

g 令和２年６月に「新型コロナ

ウイルス感染症に対応した

避難所運営ガイドライン」を

策定し、市町における新型コ

ロナ感染症対策に十分留意

した避難所運営を支援する

ため、研修会等を開催すると

ともに、市町に避難所運営マ

ニュアルの見直し、避難所訓

練の実施を働きかけ 

d 感染症対策に加え、ワークラ

イフバランスに配慮した多

様で柔軟な働き方にも貢献 

 

e 知事からのメッセージによ

り、丁寧に説明・発信するこ

とで、県民等の理解や協力を

得ることは重要 

f 県内飲食店等での感染防止

に寄与するとともに、県民の

不安感の緩和に貢献 

 

 

 

g 避難所での感染防止だけで

なく、避難所での感染を恐れ

て避難行動・安全確保行動を

とらず犠牲になることを防

ぐことに寄与 

④在宅勤務（テレワーク）や時

差出勤等により、人と人との

接触の機会を減らす等、感染

拡大予防対策を推進 

 

 

⑤本部会議等の都度、記者会見

において、知事から県民等に

対する感染防止等のメッセ

ージを発出 

⑥認証店は９割超となってお

り、引き続き対策を求めると

ともに、非認証店について

は、認証を獲得するよう呼び

かけ 

 

⑦ほとんどの市町において、新

型コロナウイルス感染症対

策に留意した「避難所運営マ

ニュアル」の見直しがなされ

るなど取組が進んでおり、引

き続き、避難所訓練などを通

じ、対策を徹底 

④感染症対策に加え、ワークラ

イフバランスに配慮した多

様で柔軟な働き方にも貢献 

 

 

 

⑤知事からのメッセージによ

り、丁寧に説明・発信するこ

とで、県民等の理解や協力を

得ることは重要 

⑥非認証店に対し、認証のメリ

ットを分かりやすく伝える

ことが必要 

 

 

 

⑦避難者間の距離を一定空け

ることは収容人数の減につ

ながり、市町の避難所数を増

加することが必要 

④従業員の感染等による出社

人数の減少などに対応する

ため、事業継続計画（BCP）の

策定及び事業継続マネジメ

ント（BCM）の実践を伴走型支

援により推進 

⑤引き続き、分かりやすく住民

に必要な取組を呼びかけ 

 

 

⑥県民に認証店の利用を推奨

するとともに、引き続き非認

証店で酒類を提供する場合

はパーテーション等の設置

や効果的な換気の実施など、

一定の対策を促進 

⑦民間宿泊施設等との連携等

により避難所の確保を推進 

 

 



第８波とインフルエンザとの同時流行に備えた対策を！

新型コロナの新規感染者数が再び増加傾向にあり、第８波に入りつつあります。また、これから冬の時期を
迎えて、季節性インフルエンザとの同時流行も懸念されています。今一度、基本的な感染対策の再徹底のほか、
インフルエンザを含めた積極的なワクチン接種をお願いします。

令和４年11月18日

・次なる波の発生及び季節性インフルエンザとの同時流行により、医療ひっ迫が起きることが懸念されます。
医療ひっ迫が起きている中で発熱などの体調不良が生じた場合には、重症化リスクのない方は自己検査
及び自宅療養へのご協力をお願いします。
・健康相談などのフォローアップを円滑に行うため、発生届対象外の方や自主療養者は、陽性者登録支援セ
ンターへの登録にご協力をお願いします。

３ 感染対策と社会経済活動の両立を

兵 庫 県

２ 保健医療体制重点化への協力を

・旅行や地域の行事に参加する際には、基本的な感染対策を徹底し、特に人混みや大声での会話などによる
感染リスクに注意してください。
・年末年始を迎えて移動や会食等の機会が増えますが、会話時にはマスクの着用をお願いします。

１ 基本的な感染対策の徹底とワクチンの積極的な接種を

・３密の回避、適切なマスク着用、手洗いや手指消毒、効果的な換気など、基本的な感染対策の徹底をお願
いします。これから寒くなり暖房を使用する機会が増えますが、暖房中も継続的な換気をお願いします。
・発熱だけでなく、咳やのどの痛みなど、少しでも体調に異変があれば、通勤・通学等を控えてください。
・感染に備えて、検査キットや１週間程度の食料品・常備薬等の備蓄をお願いします。
・ワクチンの積極的な接種をお願いします。特に重症化リスクのある高齢者や基礎疾患を有する方などは、
早期の接種をお願いします。
・新型コロナワクチンと同時接種が可能なインフルエンザワクチンについても、積極的な接種をお願いします。



兵庫県対処方針 - 1 - 

令和 2 年 4 月 7 日 
兵庫県新型コロナウイルス感染症対策本部 

（令和４年 11 月 18 日改定） 
※下線は前回からの変更箇所 

 
新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針 

 

兵庫県では、令和２年４月７日に新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」とい
う。）第 32 条第１項に基づく緊急事態措置実施区域となったことから、医療・検査体制、外出自
粛、中小企業支援など多岐にわたる対策を取りまとめた対処方針（以下「本方針」という。）を策
定し、新型コロナウイルス対策の全体像を県民に明らかにしながら、緊急事態措置等を実施した。 

令和２年５月 21 日にもって緊急事態措置実施区域を解除された後も、患者発生の状況や分析
結果等を踏まえて本方針を順次改定し、対策を積み重ねてきた。 

令和３年１月 13 日、特措法第 32 条第３項に基づき、再び緊急事態措置実施区域となった
ことから、本方針に基づき、緊急事態措置を実施してきた。 

令和３年２月 28 日をもって本県は緊急事態措置実施区域から解除されたが、再び感染が拡大
し、４月５日からまん延防止等重点措置を実施した。しかし、感染の急拡大が収まらない状況
であるため、４月 21 日に政府へ緊急事態宣言の発出を要請し、４月 23 日、本県は特措法第 32
条第１項に基づく緊急事態措置実施区域とされた。その後、緊急事態措置の実施により感染者
は減少し、６月 20 日に緊急事態措置実施区域の指定は解除されたが、引き続き感染収束に向け
た取組を行っていく必要があるため、６月 21 日からまん延防止等重点措置を実施した。 

令和３年７月 11 日をもって、本県はまん延防止等重点措置実施区域から解除されたが、感染
急拡大の懸念などから、7 月 28 日に政府へのまん延防止等重点措置実施区域の指定を要請し、
7 月 30 日に指定されたことから、8 月２日よりまん延防止等重点措置を実施した。しかし、感
染の急拡大が収まらない状況であるため、8 月 17 日、本県は特措法第 32 条第１項に基づく緊
急事態措置実施区域とされ、8 月 20 日より緊急事態措置を実施した。 

令和３年９月 30 日をもって本県は緊急事態措置実施区域から解除されたが、引き続き感染再
拡大防止のための対策を実施した。しかし、令和３年 12 月 30 日にオミクロン株の市中感染が
県内で初めて確認され、その後も感染の急拡大が止まらず、令和４年１月 27 日からまん延防止
等重点措置を実施してきた。 

令和 4 年 3 月 21 日をもって、本県はまん延防止等重点措置実施区域から解除されたが、引き
続き感染再拡大防止のための対策を実施する。 
 

Ⅰ 措置実施期間 
 

  緊急事態措置実施期間  令和２年４月７日～令和２年５月 21 日 

              令和３年１月14 日～令和３年２月 28 日 

  まん延防止等重点措置実施期間  令和３年４月５日～令和３年４月 24 日 

  緊急事態措置実施期間  令和３年４月25 日～令和３年６月 20 日 

  まん延防止等重点措置実施期間  令和３年６月21 日～令和３年７月 11 日 

  まん延防止等重点措置実施期間  令和３年８月２日～令和３年８月 19 日 

  緊急事態措置実施期間  令和３年８月20 日～令和３年９月 30 日 

  まん延防止等重点措置実施期間  令和４年１月27 日～令和４年３月 21 日 
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Ⅱ 措置等の内容 
 

１ 医療体制 

 (1) 入院体制 

  ①病床の確保 

   ○新たな医療提供体制確保計画に基づき、重症対応 142 床、中等症 1,250 床、軽症 320

床の計1,712 床を確保した。 

   ○入院フェーズの切替にあたっては、病床利用率の状況を踏まえ判断するなど、状況に応

じて機動的に対応する。 

     【フェーズに応じた体制】 

 

 

 

 

 

 

 

   ○感染状況を踏まえて、10月 6日からフェーズⅢ（1,200 床程度）により運用する。 

   ○人工呼吸器や個人防護服等の整備を支援する。 

 
  ②重症者等への対応 
   ○県立加古川医療センターを県内全域の患者に対応する「新型コロナウイルス感染症拠

点病院」、神戸市立医療センター中央市民病院・県立尼崎総合医療センターを重症患者
等に対応する「新型コロナウイルス感染症重症等特定病院」に位置づける。 

   ○拠点病院等において、診療方法や患者の受け入れ手順等の研修を行う。 
   ○県立加古川医療センターにおいて、臨時の重症専用病棟を活用し、併せて人材育成に

も活用する。 
   ○ECMO 及び人工呼吸器の取扱研修を行い、重症患者にも対応できる人材育成を行う。 
   ○中等症患者の診療体制の充実と重症対応医療機関の負担軽減を図るため、最新の知見

に基づく標準治療を周知する。 

   ○入院医療機関の担当医師等の関係者間で、診療内容や各病院の課題、先進事例などの

情報共有を図るため、意見交換会を開催する。 

   ○重症化しやすいハイリスク患者に感染早期に中和抗体療法を実施するため、県立加古

川医療センターに専用病床（30 床程度）を確保し、宿泊療養施設と連携した短期入

院による治療を実施する。 

   ○中和抗体療法について、保健所（17 保健所）ごとに投与体制を整備した。 

   ○経口抗ウイルス薬の配備に向け配備薬局の登録を促進する。 

   ○中等症以上の患者を受け入れる機関に対し、ネーザルハイフローの整備を支援する。 

   ○科学的な知見に基づき、重症患者等の治療情報などを分析するため、県立病院での治

療情報を収集・分析する。 

 

  ③転院等の促進 

   ○重症対応医療機関から中軽症対応医療機関等への転院促進及び入院対応医療機関か

ら宿泊療養施設への転送を促進する。 

   ○県病院協会・県民間病院協会に看護師等を配置した「転院支援窓口」を設置し、医療機

関の地域連携室等と連携し回復者の転院受入を促進する（受入登録病院：242 病院）。 

○退院基準を満たした重症・中等症患者の更なる転院を促進するため、人工呼吸器等の

整備支援（１病床あたり上限 6,000 千円）を実施し、呼吸管理に対応可能な医療機

関を 144 病院確保した。 

   ○入院対応医療機関から一般医療機関への転院を促進するため、転院受入支援（１名

Ⅰ Ⅴ

切替の目安 10%未満 総合的に判断

病床数 1,400床程度 1,700床程度

うち重症 120床程度 140床程度

宿泊 室数 1,700室程度 1,800室程度

病床利用率 10%以上 30%以上 50%以上

体制
病床

800床程度 1,000床程度 1,200床程度

40床程度 70床程度 100床程度

800室程度 1,100室程度 1,400室程度

入院フェーズ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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受入あたり 10 万円）を実施する。 

   ○入院対応医療機関で回復した高齢者を介護老人保健施設において受け入れる場合、退

院と施設での受入れを円滑に行うための相談支援窓口を、県高齢政策課・県介護老人

保健施設協会に設置する。 

 

  ④精神科医療への対応 

   ○感染管理認定看護師等の派遣による感染症対策研修を実施する。 

   ○感染者発生時、感染症専門医・感染管理認定看護師による感染拡大防止対策指導や陽

性者への治療支援を行う。 

 

  ⑤その他 

   ○がん患者、透析患者、障害児者、妊産婦・小児の患者などは特に配慮する。 

   ○面会については、地域における感染の拡大状況や入院患者の状況等のほか、患者及び

面会者の体調やワクチン接種歴、検査結果等を総合的に考慮した上で、面会実施の方

法について各医療機関で検討することを要請する。 

 

 (2) 無症状者や軽症者への対応 

  ①基本的な方針 

区分 対象患者 

入院 
中等症以上の者。 

特に中等症Ⅱ（SpO2≦93％、酸素投与が必要）以上の者を優先 

宿泊 無症状または軽症者で、自宅での感染対策が困難な場合 

 医療強化 65 歳未満で中等症Ⅰ、もしくは 65 歳以上等の軽症者 

自宅 無症状または軽症者 

   ○感染拡大期以降については、一般医療とのバランスも考慮しつつ、入院医療の逼迫を

回避するため、①中等症(概ねⅡ程度)以上の者は入院、②中等症(概ねⅠ程度)患者は

宿泊療養施設での療養を実施する。 

 

  ②宿泊療養施設の確保 

   ○新たな医療提供体制確保計画に基づき、1,812 室を確保した。 

   ○感染状況を踏まえて、10月 6日からフェーズⅢ（1,400 室程度）により運用する。 

   ○患者搬送力の強化、調整事務スタッフの充実、運営体制の強化により、宿泊療養施設

の稼働率の更なる向上を図る。 

   ○オンコール医師等の対応に加え、兵庫県医師会、神戸大学医学部附属病院、兵庫医科

大学病院の協力の下、医師派遣施設を７施設設置し、医療ケアの充実を図っている。

さらに、兵庫県医師会・兵庫県薬剤師会の協力の下、入所者の状況に応じて施設への

往診を実施する。 

   ○小児用のパルスオキシメーターや小児向けの食事や間食等を配備する。 

 

 (3) 円滑な入院調整等の実施 

  ○各保健所による入院調整を基本としつつ、圏域を越える入院等各保健所の依頼により、

新型コロナウイルス入院コーディネートセンター（CCC-hyogo）が症状に応じた適切な

入院調整もしくは宿泊療養調整を行う。 

  ○患者急増時には、医師（災害医療コーディネーター）及び調整事務スタッフ（看護系大

学の教員等）の充実により、入院調整機能を強化する。 

  ○関西広域連合構成他府県間において、必要に応じて、広域患者受入調整を行う。 
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 (4) 自宅療養者等に対するフォローアップ体制の強化 

  ○保健所は、重症・中等者やハイリスク者に対する対応を重点に行い、自宅療養者等への

対応は、「自宅療養者等相談支援センター」で実施する。 

・対  象 自宅療養者、濃厚接触者（同居者、友人等) 

・運営体制 外部委託により実施 

・実施内容 ①健康相談(24 時間対応)、②医療機関案内、③配食等の生活支援対応 等 

  ○継続した健康観察により、症状に応じて的確に対応し、症状悪化の早期発見に努める。 

   ・感染予防対策の周知徹底、パルスオキシメーターの貸出し、兵庫県看護協会による

アプリを活用した健康観察、保健師等による相談を実施 

   ・高齢者や基礎疾患を有するなど特に注意が必要な方へは、保健所保健師等による継

続的なフォローの実施 

   ・血圧計の貸出しにより妊娠高血圧等の症状悪化の早期発見を図るなど、妊婦への対

応を強化 

   ・必要に応じ、市町の協力を得て、食料品（５日分/セット）や衛生資材等を配布 

  ○保健師の家庭訪問等により、必要に応じて、酸素吸入装置の活用や、医師による往診

等を行い、症状悪化時は、CCC-hyogo も活用して入院へ移行する。 

  ○自宅療養者等への往診・訪問看護・調剤を行った医療機関等に対して、協力金を支給

する。（医療機関:５万円/日、薬局:１万円/日、訪問看護:３万円/日） 

  ○県医師会と連携した往診対応医師研修（成人・小児）や協力要請を行い、対応医療機

関を拡充する。 

  ○「罹患後症状（いわゆる後遺症）」に悩む方々への相談支援として、「ひょうご新型コ

ロナ後遺症相談ダイヤル」を設置するとともに、かかりつけ医等を基本とした地域医

療をサポートするため、県医師会と連携し、地域診療体制整備を進める医師研修会を

実施する。 

  ○届出限定化に伴い「陽性者登録支援センター」を設置し、報告された患者数の集計のほ

か、個別支援を希望する陽性者の情報登録、登録案内(コールセンター) 、宿泊希望時

の搬送調整などを実施する。 

・同センターの登録者に対しては「自宅療養者等相談支援センター」や「新型コロナ健

康相談コールセンター」により健康相談等を実施 

 

 (5) 外来医療体制の強化 

  ○帰国者・接触者外来を 75 機関設置している。発熱等診療・検査医療機関 1,801 ヶ所を

指定している。 

  ○発熱等診療・検査医療機関については、指定医療機関の同意を前提に県 HP で公表し、

医療アクセスの向上を推進する。 

  ○かかりつけ医等地域の身近な医療機関に電話相談し、指示に従って受診すること、かか

りつけ医等がない時は「発熱等受診･相談センター（健康福祉事務所・保健所）」や「新

型コロナ健康相談コールセンター（全県）」へ相談することを呼びかける。特に発熱や

咳などの比較的軽い症状でも、高齢者や基礎疾患を有する者は早めの相談を呼びかける。 

  ○発熱等診療・検査医療機関において、陽性判明後も引き続き健康観察や必要に応じた診

療を実施する。 

○診療が必要な方が、適切なタイミングで診療・治療等を受けられるよう、症状が軽く、

２歳以上５９歳以下（９月 26 日以降：２歳以上６４歳以下）の重症化リスクが低い方

に抗原検査キットを送付する。自己検査で陽性の場合は、陽性者登録支援センターへの

登録を依頼し、フォローアップを実施する。 

○新型コロナ・インフルの同時流行に備え、新型コロナ・インフル同時検査キットの備蓄

を行うとともに、流行期に診療の拡充を行う医療機関へ協力金を支給する。また、外来

フェーズを新設し、感染状況に応じて、外来提供体制の拡充を機動的に実施する。 
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 (6) 検査体制の強化 

  ○衛生研究所、民間検査機関、帰国者・接触者外来への PCR 検査機器購入支援などにより、

検査体制の充実を図り、20,000 件/日の検査件数を確保している。 

  ○県立健康科学研究所では、自施設で検査した陽性検体のCt値 30以下の一部の検体につい

て変異株PCR検査を実施している。ゲノム解析も実施している。 

  ○抗原検査について、救急患者の早期診断やインフルエンザの流行期における発熱患者

への検査等に活用する。また、抗体検査については、正確な感染状況の把握に資するた

め、神戸大学と協力して研究を推進する。 

   【PCR 検査体制】 

区  分 件数 

衛 生 研 究 所 等 

兵 庫 県  700 

保 健 所 設 置 市  938 

小  計 1,638 

民 間 検 査 機 関 4,520 

医 療 機 関 13,842 

合  計 20,000 

 

 (7) 幅広い検査の実施 

  ○オミクロン株が主流である間においては、医療機関や社会福祉施設などハイリスク施設

で陽性者が確認され、感染の拡がりが疑われるなど、クラスター（集団感染）の発生が

懸念される場合には、濃厚接触者以外も幅広く関係者を対象として検査を実施する。 

  ○特に社会福祉施設等では、職員・入所者等で発熱や呼吸器症状等を呈している場合は、

陽性者の有無に関わらず、幅広く迅速かつ積極的に検査を実施する。更に、希望する社

会福祉施設等を対象として、新規就労職員及び新規入所者（ショートステイも含む）に

対して PCR 検査を実施する。 

  ○県内全域（保健所設置市を除く）の高齢者・障害者施設の従事者を対象とした集中的検

査について、特措法第 24 条第９項に基づき受検を要請する。 

  ○医療機関や高齢者施設、保育所等での陽性者を早期に発見するため、厚労省が実施する

医療機関等への抗原簡易キットの配布に協力する。 

  ○ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査の利用や帰省・旅行、民間の自主的な取組の

際、経済社会活動を行う者に対する検査を無料化する（令和４年８月 31 日終了）。また、

感染不安を覚える無症状の県民に対する無料検査については、当面の間、実施する。 

 

 (8) ワクチン接種の推進 

  ○新型コロナワクチン接種について、迅速かつ円滑な接種体制の構築が図れるよう、市町、

医師会等と連携・調整を行い、市町が行う集団接種及び一定以上の個別接種を行う医療

機関への支援を実施する。 

  ○県ワクチン接種センターを２か所設置（阪神地域・播磨地域）する。 

  ○オミクロン株対応ワクチンについては、県への供給分を、市町の接種計画が適切になる

ように配分するとともに、県の接種会場においても接種を行う。 
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 (9) 医療用マスク・防護服等の確保 

  ○医療機関に代わり県において医療用マスク及び防護服等について、概ね６ヶ月分の使用量

相当を確保している。 

  ○発熱等診療・検査医療機関に対し、緊急時においては国から必要な医療資機材（サー

ジカルマスク、ガウン、フェイスシールド、非滅菌手袋）が提供されることとなって

おり、状況に応じて県からも提供する。 

 

 (10) 感染者受入医療機関等への支援 

  ○県・市町（神戸市を除く）の協働により、「ひょうご新型コロナウイルス対策支援基

金」を兵庫県健康財団に創設し、医療機関関係者等に対し、寄附による勤務環境改善

等を行う（医療機関等へ令和２年10月に第１次配分、令和４年１月に第２次配分済）。 

  ○感染者及び疑似症患者への入院治療を行う医療機関に対する運営に要する経費（入院患

者１人あたり12,000 円/日)を支援する。 

  ○感染者等への対応業務に従事した県立病院等職員に対する特殊勤務手当を増額する（日

額 300 円→3,000 円、感染者等の身体に直接接触する作業等の場合は 4,000 円）。 

  ○介護が必要な高齢者について広域での退院調整が円滑に進むよう、医療機関に調整窓口

の一覧等を提供する。 

 

 (11) 救急医療等の院内感染防止への支援 

  ○救急･周産期･小児医療機関において、感染の疑いのある患者が受診した場合に、必要な診

療を行うことができるよう院内感染防止対策を支援する。 

   ・設備整備補助：簡易陰圧装置、簡易ベッド、空気清浄機等 
 

 (12) 保健所体制の強化 

  ○感染対策に資する改修や検査体制の充実、患者移送車等の整備等を図る。 

  ○感染状況に応じ保健所体制の拡充が可能となるよう、会計年度任用職員の配置や、県や

関係機関等からの保健師等の応援派遣体制の構築、看護協会に設置した「保健師バンク」

の活用、民間派遣を活用した応援チームによる支援、研修実施済み県職員等の機動的な

派遣を行う。 

  ○感染拡大期には、家庭訪問等について、保健所保健師が重点的に対応するとともに、疫

学調査については、保健師バンクや看護系大学教員による支援、民間派遣の応援チーム

を中心に実施する。なお、患者の急増に伴い、患者の命を守ることを最優先に対応せざ

る得ない場合は、①病状の早期把握と重症度の評価、②適切な療養区分の決定・調整を

迅速に行うため、業務の重点化を図る。さらに、感染拡大する状況では、迅速な療養調

整のため、積極的疫学調査の更なる重点化を実施する。 

  ○保健所等の業務負担軽減及び感染情報の共有化を図るため、全県で感染情報を共有化す

るシステムを構築する。   

○保健所における疫学調査等の業務の一部を本庁職員が集中的・効率的に処理する「保健

所業務支援室」を設置し、保健所職員が専門性の高い業務に注力することで保健所のさ

らなる体制強化を図る。 

  ○保健所の夜間業務のうち、①入院調整業務、②搬送調整業務等を集約して「夜間保健所

支援センター」を設置し、保健所の負担軽減や重症化リスクのある方への対応の重点化

を図る。 

 

 (13) 保健師バンクの機能強化 

  ○災害時等派遣保健師名簿を作成し、保健師バンクの機能強化を図る。 
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 (14) 海外からの帰国者等への対応 

  ○次の事項を海外からの帰国者等に呼びかける。 

   ・場面に応じたマスク着用、手指消毒を徹底、３密（密閉・密集・密接）を避けるとい

った感染防止策の徹底。 

・入国後に陽性や発熱等の症状が出た場合の新型コロナ相談窓口についての情報提供。 

  ○国の水際対策緩和を踏まえ、日本語を介してのコミュニケーションが困難な外国人に対 

して、県内の新型コロナウイルス感染症関係相談窓口との円滑な相談を支援するため、 

多言語対応の相談窓口「兵庫県新型コロナ外国人専用健康相談窓口」を設置(11/1)。 

 

 (15) 風評被害対策等 

  ○次の事項を医療や介護など関係者への感謝とともに県民に呼びかける。 

   ・感染症に対する正しい知識や理解を深め、憶測やデマなどに惑わされないようにする

とともに、医療関係者、患者関係者などへの風評被害・差別を防止することにより、

感染者や濃厚接触者などが保健所の調査に協力できるようにすること 

   ・食料、医薬品、生活必需品の買い占め等を行わないよう、冷静に対応すること 

 
２ 学校等 

 (1) 公立学校 

 ［県立学校］ 

  ①教育活動 

   ○「学校に持ち込まない、学校内に広げない」を基本に、「学校における新型コロナウ

イウルス感染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏まえ、地域の実情に応じて、「三

つの密」の回避、「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗い等の手指

衛生」、「効果的な換気」等基本的な感染対策を実施したうえで行う。 

・校外から多人数を呼び込むような校内行事を実施する際には、体調不調の場合は来校

を自粛するなど感染防止対策の徹底を周知する。また、１回当たりの参加人数の制限

などの対応を行う。 

・県外での活動は、実施地域の感染状況や都道府県等の対応、受入先の意向、参加人数、

移動方法、活動中に感染者が確認された場合の対応などを十分確認のうえ、感染防止

対策を徹底して実施する。 
・オリエンテーション合宿等、宿泊を伴う活動は、県内・県外とも、感染症防止対策が

確認される宿泊施設に限定する（学校は不可）。 

・各教室での可能な限りの間隔を確保する。 

・教室、職員室、教科準備室、更衣室等は、適切な温度管理等に留意した換気、消毒を

実施する。 

・食事をする場所は、飛沫を飛ばさないよう、席の配置の工夫や、大声での会話を控え

るなどの対応を徹底する。 

   ○マスク着用（不織布マスクを奨励。以下同じ）の取扱い 

〔基本的な考え方〕 

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏まえ

た対応を基本としつつ、下記においてはマスク着用が必要ない場面とする。 

①十分な身体的距離（２ｍ以上）が確保できる場合  

②気温・湿度や暑さ指数（WBGT）が高く、熱中症などの健康被害が発生するおそれが

ある場合 

③体育の授業 

※十分な身体的距離がとれない状況で、十分な呼吸ができなくなるリスクや熱中症になるリ

スクがない場合は着用 
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〔マスク着用が不要な場面及び留意事項〕 

    ・体育の授業（屋内外問わず） 

地域の感染状況等を踏まえつつ、①児童生徒の間隔を十分に確保する、②屋内で実

施する場合には、呼気が激しくなるような運動を行うことは避ける、③こまめに換

気を行う等に留意する。 

     ・登下校時 ※公共交通機関を利用する場合は着用 

季節を問わず熱中症対策を優先し、①小学生など自分で判断が難しい年齢の子供へ

の積極的な声かけ、②人と十分な距離を確保し、会話を控える等の指導を行う 

・屋外で会話をほとんど行わないことが想定される教育活動（休憩時間における運動

遊び等） 

   ○登下校時・出勤時 

    ・児童生徒が濃厚接触者と同居している場合や行政検査の対象者と同居している場

合等については、特段登校を控えることを求める必要はない。（ただし、今後の

感染状況によっては出席停止等必要な措置を講じる場合がある。） 
・なお、保護者から感染が不安で休ませたいと相談のあった児童生徒等について、生

活圏において感染経路が不明な患者が急激に増えている地域で、同居家族に高齢者

や基礎疾患がある者がいるなどの事情があって、他に手段がない場合など、合理的

な理由があると校長が判断する場合には、「非常変災等児童生徒又は保護者の責任

に帰すことができない事由で欠席した場合などで、校長が出席しなくてもよいと認

めた日」として、指導要録上「出席停止・忌引等の日数」の欄に記入し、欠席とは

しないことも可能。 

・出席停止期間中には、ICT の活用も含めた学習支援に配慮する。 

    ・教職員の健康管理を徹底し、同居家族に発熱等の症状がある場合（ワクチン接種

後を含む）は出勤を見合わせる（特別休暇等）。 

    ・サーモグラフィー等を活用した毎日の検温や手洗いを徹底する。 

   ○その他 

   〔児童生徒向け〕 

    ・児童生徒・保護者に対して、国や兵庫県が作成しているワクチン接種についての

動画等を参考にするよう呼びかける。 

・コンビニでの飲食、会話などは避け、速やかに帰宅する。 

・学習塾やスポーツ活動等の習い事は、事業者が実施している感染防止対策を遵守す

る。 

    ・企業や福祉施設等での校外実習にあたり、必要に応じて PCR 検査（公費負担）を

受ける。 

〔教職員・学校向け〕 

・児童生徒の感染防止の観点からも、引き続き教職員にワクチン接種を呼びかける

とともに、感染リスクの高い行動等を自粛するよう指導する。 

    ・教職員が発熱等の理由により出勤できない場合に備え、各校において、当該教職

員の職務を補完する体制を整える。 

 

  ②部活動 

○「学校における新型コロナウイウルス感染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏

まえ、地域の実情に応じて、「三つの密」の回避、「人と人との距離の確保」、

「マスクの着用」、「手洗い等の手指衛生」、「効果的な換気」等基本的な感染対

策を実施したうえで、部活動（練習試合、合宿等を含む）を行う。 

・活動日及び時間は、平日（４日）で２時間程度、土日のいずれか１日で３時間程

度とする（いきいき運動部活動（４訂版）等）。 



兵庫県対処方針 - 9 - 

○マスク着用の取扱い 

    ・体育の授業に準じつつ、各競技団体が作成するガイドライン等も踏まえて対応 

    ※以下の場合はマスク着用を含めた感染対策を徹底 

     ①活動の実施中以外の練習場所や部室、更衣室、ロッカールーム等の共有エリア

の利用時 

     ②部活動前後での集団での飲食や移動時 

     ③大会における会場への移動時や会食・宿泊時、会場での更衣室や控え室、休憩

スペース、会議室、洗面所等の利用時、開会式、抽選会、表彰式等の出席時、

応援時 

     ④寮や寄宿舎における集団生活時 等 

○県外での活動及び合宿は、実施地域の感染状況や都道府県等の対応、受入先の意向、

参加人数、移動方法、活動中に感染者が確認された場合の対応などを十分確認のうえ、

感染防止対策を徹底して実施する。 

○宿泊を伴う活動は、県内・県外とも、感染防止対策が確認される宿泊施設に限定す

る（学校は不可）。 

○部内での感染者が確認された場合（部員同士、顧問と部員等）は、１日は部活動を

休止し、感染対策を確認する。 

○児童生徒・教職員以外の関係者が参加する場合の感染防止対策を徹底する。 

   ○本県はもとより全国的な感染拡大の状況、生活全般にわたる人の流れを抑制する対策

の取扱い等を踏まえ、活動内容や活動エリアの制限等について適宜検討する。 
    ※高体連、中体連、高文連及び高野連等に対して、公式大会において事前の健康管理や、各競技団

体のガイドライン等を踏まえた感染防止対策を参加校に遵守するよう強力に指導することを要

請する。 
   
  ③季節性インフルエンザとの同時流行を踏まえた対応 
   ○教職員や児童生徒の発熱等体調不良時には、新型コロナウイルスの検査結果が陰性で

あっても、季節性インフルエンザの感染対策も念頭におき、出勤・登校させないこと
を徹底する。 

○新型コロナウイルスのほか、季節性インフルエンザについても、療養開始に当たって
又は療養期間終了後に学校に出勤・登校するに当たって、医療機関等が発行する検査
結果や治癒の証明書を求めない。 

 
④心のケア 

   ○きめ細やかな健康観察をはじめ、児童生徒の状況を把握し、心身の健康に適切に対応
する。 

    ・SNS 悩み相談の活用を周知（相談時間：17 時～21 時） 
    ・キャンパスカウンセラー及び各種相談窓口の活用促進 
    ・通級指導対象生徒や外国人生徒等への個別支援 

 

［市町立学校・園（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、特別支援学校、幼稚園・幼稚園型認定こども園）］ 

   ○設置者に対し、感染状況を踏まえ適切な学校運営を依頼する。また、１人１台端末の持

ち帰りなど、児童生徒の家庭学習支援を呼びかける。 
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〔感染時における対応〕 

○「学校で児童生徒等や教職員の新型コロナウイルスの感染が確認された場合の対応ガイドライン」

（令和３年８月 27日付け文部科学省事務連絡）」及びその運用基準に基づき、適切に対応する。 

 ・感染者、濃厚接触者及び体調不良者（以下、感染者等）が発生した場合、保健所の指示に従っ

て、感染者等の出席停止（教職員は特別休暇）及び消毒等の対応を行う。 

 ・校内の感染状況等に応じて、機動的に分散登校や時差登校を検討する。 

 ・学級に複数の感染者等が発生した場合は学級単位、この状況が複数の学級で生じた場合は、学

年・学校単位での臨時休業の実施を、保健所・学校医と相談のうえ、学校長の判断で機動的に検

討する。なお、実施後は速やかに事務局に報告する。 

 ・出席停止の児童生徒はもとより、学級・学年の閉鎖、学校の臨時休業を実施する場合には、ICT の

活用も含めた学習支援に配慮する。 

○広域的な感染防止対応が必要となった場合の地域における臨時休業については、国の動向、県全体の感

染防止対応とともに学習機会の確保など総合的に判断したうえ、県立学校は基本的に学区単位、市町

立学校は市町単位又は県民局・県民センター単位でのエリアで実施の可否を検討する。 

 

(2) 県内大学 

  ［感染防止対策強化の要請］ 

  ①授業形態 

   ○対面授業の実施の際には、国が定めるガイドラインや国通知に基づく感染防止対策の

徹底を図る。 

   ※対面授業の実施の際の感染防止対策の強化 

    ・キャンパス・校舎内や通学時等の適切なマスク着用、時差通学の推進、ワクチン

接種の推進、効果的な換気 

 

  ②部活動・サークル活動 

   ○活動する場合は、以下の点に留意する。 

    ・合宿等、宿泊を伴う活動を実施する場合には、感染防止対策が確認される施設を 

利用するとともに、飲食時の感染防止の徹底を図る 

    ・練習試合等を実施する場合は、必要最小限の参加人数とするなど、移動人数を最

小限にとどめる 

    ・更衣室・部室でのミーティング時、試合等における部員の応援時には適切なマスク

着用及び効果的な換気などの感染対策を徹底 

    ・近距離で飛沫が飛ぶ接触は避ける 

 

  ③外出・飲食 

   ○学生・教職員に対し、以下の点の徹底を図る。 

    ・要件を満たしていない飲食店での飲酒をしない 

    ・感染防止対策を講じていない施設の利用の自粛 

    ・会話の際は、飛沫を防止するため適切なマスク着用を奨励 

    ・学生食堂等では、マスクを外しての会話を控え、食事後は速やかに退出 

    ・学生食堂等の学内の飲食施設では、座席配置の工夫、パーティションの設置、効果

的な換気等による感染防止対策の徹底 

 

  ④学生への呼びかけ 

   ○教育活動の場（授業の開始・終了時、学生一人ひとりへのメール送付等）において、

県からのメッセージ等を配付・送信すること等により、感染防止対策の徹底を学生に

強く呼びかける。 

 

 



兵庫県対処方針 - 11 - 

 ［学生への支援］ 

  ○国の修学支援新制度における家計急変時の授業料・入学金減免、給付型奨学金支給を行

う（急変後の所得見込により住民税非課税世帯・これに準ずる世帯となる学生が対象）。 

   ・県立大学においては、上記に加え、独自の授業料等の減免の拡充（入学金等の対象

追加）、家計急変時の授業料等減免（急変後の所得見込により判定（４人世帯の場

合は約 500 万円未満が目安）、授業料の納付猶予・分納等を実施 

   ・就職が困難となっている学生を支援するため、大学連携組織（大学コンソーシアム

ひょうご神戸）を活用した県内大学生の地元就職促進事業を実施 

 

 (3) 高専、私立学校（幼小中高・専修学校・各種学校） 

  ○私立の幼稚園・小学校・中学校・高等学校に対し、県立学校と同様の感染防止対策の徹

底を要請する。 

  ○高専、専修学校・各種学校に対し、県内大学と同様の感染防止対策の徹底を要請する。 

  ○私立専門学校の授業料減免支援（減免額の 1/3）を行い、学生の経済的負担を軽減する。 

  ○私立の幼稚園、専修学校、各種学校における感染防止対策を支援するため、保健衛生用

品の購入費用等を支援する。 

 

３ 社会教育施設等 

  ○県立施設については、感染防止対策を実施した上で開館する。 

  ○感染防止対策 

   ・催物の開催制限については、対処方針の「イベントの開催自粛要請」を徹底 

   ・発熱、咳などの症状のある者の入場禁止 ・発熱チェック 

   ・マスク着用（厚生労働省通知「マスク着用の考え方及び就学前時の取扱いについ

て」（令和４年５月 20 日）を踏まえ、状況に応じ施設毎に判断）、消毒液の設置 

・演者と観客との一定の距離の確保（最低２m） 

   ・密閉・密集・密接状態の回避（事前予約による入場者の整理を実施、休憩時間・回数

増、効果的な換気等）等 

 

４ 社会福祉施設 

 (1) 高齢者施設、障害者施設等 

  ①職員 

   ○高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に係るすべての関係施設・事

業所について、感染経路の遮断（手指消毒、マスク着用、換気の徹底）及び感染防

止対策を厳重に徹底した上での事業実施を要請する。 
   ○各施設団体からも注意喚起を行うとともに、「５つの場面」等を解説した動画などを職

員等に対する研修に活用するとともに、施設の職員等及び施設等と関わりのある従業

員に対して感染リスクの高い行動の自粛等の徹底を要請する。 

   ○感染対策の手引きや感染予防ポスター、チェックリストの活用等による基本的な感染

対策やリスクの高い行動の回避を要請する。また、効果的な換気（二方向の窓開けや

気流を阻害しないパーティションの配置等）について、施設等への周知を図る。 

   ○職員の日々の健康管理（体温測定、発熱した場合の出勤停止）を徹底し、施設内

での感染等が疑われる事案が発生した場合は、保健所に連絡するよう要請する。 

   ○施設等の従事者を対象とした集中的検査について、オミクロン株の特性を踏まえ、

検査頻度を見直し(２週間に１回程度→週１回程度→週２回程度)、抗原検査キット

を活用した迅速かつ柔軟な方法により実施する。また、入所系・通所系の高齢者施

設等に加え、在宅の要介護高齢者等の感染防止を図るため、訪問系の事業者を対象

に追加する。 
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  ②利用者 

   ○面会については、面会者からの感染を防ぐことと利用者及び家族の QOL を考慮する

こととし、具体的には地域における感染の拡大状況、面会者及び利用者の体調、検

査結果等を考慮し、オンライン面会などの対応の検討を要請する。直接面会を実施

する場合、回数・人数の制限や感染防止対策を厳重に徹底することを要請する。 

   ○利用者の外泊・外出については、感染拡大防止の観点と利用者及び家族の QOL を考慮

して検討することを要請する。外泊や外出を実施する場合は、手指消毒やマスク着用

等感染防止対策の徹底を要請する。 

○高齢者施設等の利用者に対するオミクロン株対応ワクチンの迅速な接種について、

市町に接種券の早期発送等を依頼するとともに、各施設に対しても接種促進を呼び

かける。 

 

  ③施設等への支援 

   ○退院後の円滑な社会福祉施設への受入や在宅復帰を促進するため、受け入れる施設

や看護小規模多機能型居宅介護サービス、定期巡回・随時対応型訪問看護介護サービ

ス事業所等に対し支援金（１名受入あたり 10 万円）を支給する。 

   ○入所者が感染した場合、入院又は宿泊施設での療養を原則とするが、患者の状況や入

院調整の状況等によっては、当該施設において療養することもあり得る。このため、

やむを得ず施設内療養を行った施設等に対し、医師の配置等、適切な健康管理体制の

確保に必要な経費を健康管理支援事業（施設内療養者１人あたり 15 万円）として支

援する。また、感染拡大対策に必要なかかり増し経費をサービス継続支援事業（高齢

者施設における施設内療養者１人あたり 30 万円 等）として支援する。 

   ○訪問介護等既に利用中のサービスがある場合は、当該サービス提供事業所によるサー

ビス継続等により支援する。新たにサービスが必要となる場合には、市町、介護支援

専門員、相談支援専門員、訪問看護・介護事業者等関係者が連携し、必要なサービス

を提供する。いずれの場合も、必要となるかかり増し経費に加え、協力金を支給する。 
    ・１日あたり協力金 訪問看護 52,000 円 訪問介護 38,000 円 等 

   ○施設等への介護サービス継続の支援や医療機関の協力による円滑な往診医師の派遣

など、福祉・医療ニーズへの総合的な支援により施設等の感染対応力を強化する。 

   ○高齢者施設等の利用者が退院する場合の早期受け入れや施設内の療養環境整備を行

うため、感染管理認定看護師等による感染拡大防止対策の指導や医療従事者の支援等

により、高齢者施設等での体制を強化する。 

   ○施設、医療機関及び保健所の情報共有の促進と連携体制の強化を図るため、保健医療

部と福祉部が連携し、施設の配置医師や協力医療機関の連携状況等に関する調査を行

うとともに、配置医師、協力医療機関の医師、施設管理者等を対象とした研修会を開

催する。 

   ○概ね２ヶ月分のマスク、手袋等の使用量確保を図ったうえで、さらに概ね２ヶ月分の

使用量相当を県において保管する。 

   ○感染者が発生した場合の基本的対応方針を定め、施設内感染を防ぐための仕組みを整備

する。また、感染者が発生し、職員が不足する施設向けに、協力施設等からの職員派遣

等の仕組みを運用する。 

   ○感染拡大防止対策に資する衛生用品の確保や外部専門家等による研修・相談等の支援

を行う。また、施設等への専門家派遣時の指導内容について、わかりやすく情報発信

を行う。 
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 (2) 保育所（幼保連携・保育所型認定こども園を含む）・放課後児童クラブ 

  ○「保育所における感染症対策ガイドライン」等を踏まえた対応を基本としつつ、感染リ

スクが高い活動を避ける。 

  ○できるだけ少人数のグループに分割するなど、感染を広げない形での保育を実践する。 

  ○各行事について、基本的な感染対策を徹底するとともに、開催方式の工夫を促進する。 

○感染経路の遮断（手指消毒、マスク着用、換気の徹底）及び感染防止対策を厳重に徹底し

た上で、事業の実施を要請する。 

○遊具や玩具等を共用する場合、こまめな消毒等を徹底する。また、効果的な換気（二方

向の窓開け等）について、施設等への周知を図る。 

○手洗いの徹底、可能な範囲で机を向かい合わせにしないなどの対応を徹底する。 

○濃厚接触者である保育士等への早期復帰のための検査を積極的に実施する。 

  ○団体からも注意喚起を行うとともに、「５つの場面」等を解説した動画を作成の上配布

し、職員等に対する研修に活用する。 

  ○職員の日々の健康管理（体温測定、発熱した場合の出勤停止）を徹底し、施設内での感

染等が疑われる事案が発生した場合は、保健所に連絡する。 

  ○保育所において、感染者が発生し、職員が不足する施設向けに、協力施設からの職員派

遣の仕組みを運用する。 

  ○放課後児童クラブ等の子どもの居場所について、密集や近距離での活動等を避けるため

に学校施設の活用を推進する。 

  ○感染対策に係る放課後児童クラブ等の運営主体との連携を推進する。 

 

５ 県立都市公園等 

○県立都市公園等（下記の施設を含む）は、感染防止対策を施した上で開園する。 

     県立公園あわじ花さじき、県立フラワーセンター、但馬牧場公園、三木山森林公園、

各ふるさとの森公園、楽農生活センター、六甲山ビジターセンター 

 

６ 外出自粛等の要請（法第 24 条第９項等） 

 (1) 外出自粛等 

○３密の回避（ゼロ密）、適切なマスク着用※、手洗いや手指消毒、人と人との距離の確保、

効果的な換気（二方向の窓開けや気流を阻害しないパーティションの配置等）、複数人

が触る箇所の消毒等基本的な感染対策を徹底するよう要請する。 

 ※ 熱中症防止等の観点から、次の場合はマスクの不着用を推奨 

   ① 屋内で距離が確保でき会話をほとんど行わない場合 

   ② 屋外で距離が確保できる又は会話をほとんど行わない場合 

○発熱等の症状がある場合、出勤・登校・帰省・旅行等の自粛を要請する。 

○まん延防止等重点措置区域をはじめ感染拡大地域への不要不急の移動は極力控えるこ

とを要請する。 

  ○外出時には混雑している場所や時間を避けて極力家族など少人数で行動することを要

請する。特に高齢者や基礎疾患のある者は、いつも会う人と少人数で会うなど感染リス

クを減らすよう要請する。 

  ○感染対策が徹底されていない飲食店、カラオケ店等の利用を控えることを要請する。 

  ○食べながらの会話など、感染リスクが高い行動の自粛を要請する。 

  ○感染不安を感じる無症状者は、無料検査を受けることを推奨する。 

  ○「新型コロナ対策適正店認証」認証店舗の利用を推奨する。 

  ○感染するなどもしもの際に備えて、抗原検査キットの購入や、療養期間となる１週間程

度の食料品、日用品、常備薬などが不足し困らないように、必要なものを確認し、事前

に準備するよう要請する。 
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○医療逼迫を回避するため、無症状の方で陰性確認のためなど、検査を受けることを目的

とした受診を控えるよう要請する。 

○抗原検査キットの活用による自己検査等で陽性となった場合（無料検査場での検査も含

む）は、県が設置する陽性者登録支援センターに登録するよう依頼する。 

  ○保健所や医療機関のひっ迫を回避し、医療が必要な方に迅速・適切に対応することがで

きるよう、勤務や通学等の再開にあたって療養証明書や罹患証明書・陰性証明書等の発

行依頼を控えるよう要請する。 

 

 (2) 「ひょうごスタイル」の推進等 

  ○感染拡大を予防する「ひょうごスタイル」（新しい生活様式）を推進する。 

   ・適切なマスク着用、手洗い、身体的距離の確保、「三つの密」の回避等 

  ○毎日の検温実施等自身の健康管理に留意し、発熱等症状のある場合には通勤・通学を含

め外出を控えるとともに、健康相談コールセンター等に相談する。 

  ○飛沫のかかる物品・設備の共用や使い回しの回避、使用前後の消毒を徹底する。 

 

 (3) 家庭での感染防止対策 

  ○感染リスクの高い行動の自粛や基本的な感染対策の徹底など「ウイルスを家庭に持ち込

まない」行動をする。 

  ○帰宅後やこまめな手洗い、効果的な換気（二方向の窓開け等）の実施、発熱者がいる場

合の個室の確保や共有部分の消毒など「ウイルスを家庭内に広げない」行動をする。 

  ○毎日の検温など家族の健康管理（特に高齢者や子どもの感染防止策を徹底）、発熱など

症状がある場合の健康相談コールセンター等への相談など「ウイルスを家庭外に広げな

い」行動をする。 

 

 (4) 飲食等 

○業種別ガイドライン等に基づく感染防止策がなされていない、飲食店、カラオケ店等の利

用の自粛を要請する。 

  ○食べながらの会話や回し飲みなどを避け、会話をする際には適切にマスクを着用するよ

う推奨する。 

 

７ イベントの開催自粛要請等（法第 24 条第９項） 

 (1) イベントの開催制限の目安等 
 区  分 収容率 人数上限 

① 

感染防止安全計画を策定し、県による確
認を受けたもの 
(参加者が5,000人超かつ収容率50%超の
イベント) 

100％以内 
(基本的に大声なしの担

保が前提) 
収容定員まで 

② その他（安全計画を策定しないイベント） 
大声なし：100％以内 
大声あり：50％以内 

5,000 人又は 
収容定員 50% 

のいずれか大きい方 
  ※ 収容率と上限人数のいずれか小さい方を限度 

  ※ 「大声」：観客等が通常よりも大きな声量で、反復・継続的に声を発すること 

    ※ 同一イベントにおいて、「大声あり」「大声なし」のエリアを明確に区分して開催する場合、それぞ

れ 50％（大声あり）、100％（大声なし） 

 

①「感染防止安全計画」の策定 

   ・参加人数が 5,000 人超かつ収容率 50%超のイベントの開催を予定する場合には、感染

防止安全計画を策定し、県対策本部事務局の事前確認を受けるよう要請する。 
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（屋外イベントについては、「花火大会・祭りなど屋外イベントに求める感染対策の

基本的考え方（R4. 9.15）」を参照） 

② その他（安全計画を策定しないイベント） 

・県対策本部事務局所定の様式に基づく感染防止策等を記載したチェックリストを主

催者等が作成・公表することを要請する。 

 

 (2)感染対策の徹底 

  ○イベント等の開催に当たっては、その規模に関わらず、「三つの密」が発生しない席の

配置や「人と人との距離の確保」、「適切なマスク着用」、イベントの開催中や前後にお

ける選手、出演者や参加者等に対する主催者による行動管理など、基本的な感染防止策

を講じることを要請する。 

  ○収容定員が設定されていない場合、大声ありのイベントは、十分な人と人との間隔（最

低１m）を確保し、大声なしのイベントは人と人とが触れ合わない程度の間隔を確保す

ることを要請する。 

 

８ 施設の使用制限等 

 (1) 飲食店等 

飲 食 店 飲食店(居酒屋を含む)・喫茶店その他設備を設けて客に飲食をさせる営業

が行われている施設（宅配･ﾃｲｸｱｳﾄｻｰﾋﾞｽは除く） 

遊興施設 遊興施設（ｷｬﾊﾞﾚｰ、ﾅｲﾄｸﾗﾌﾞ、ﾀﾞﾝｽﾎｰﾙ、ﾊﾞｰ、ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ等）（*）のうち、食

品衛生法の飲食店営業の許可・喫茶店営業の許可を受けている店舗 
  ※食品衛生法の飲食店営業許可を受けている結婚式場にも同様の内容を要請等 

   （*）ネットカフェ･マンガ喫茶等、夜間の長時間滞在を目的とした利用が相当程度見込まれる施設は

対象外。ただし、感染対策の徹底について協力依頼 

  ○飲食店等への要請等を行う。（法第 24 条第９項等） 

  〔「新型コロナ対策適正店認証制度」認証店舗〕 

   ・認証店認証基準の遵守を依頼 

  〔上記以外の非認証店舗〕 

   ・酒類提供（利用者による酒類の店内持込みを含む）の場合は、｢一定の要件｣(*)を満

たすことを要請 

   ・「新型コロナ対策適正店認証」取得を推奨 

    *「一定の要件」パーティション等の設置（又は座席の間隔（1m 以上）の確保）、手指消毒の徹底、

食事中以外の適切なマスク着用の推奨、換気の徹底 

  ○飲食店等へ次の感染対策の徹底の要請等を行う。（法第 24 条第９項等） 

   ・飲食以外の会話時の適切なマスク着用の推奨  ・利用者の密回避の要請   

・発熱等の症状のある者の入場禁止の要請 ・手指消毒設備の設置の要請 

・事業を行う場所の消毒の要請 

・効果的な換気（二方向の窓開けや気流を阻害しないパーティションの配置等）の要請 

・パーティション等の設置又は利用者の適切な距離確保の要請 

・発熱等の症状が見られる従業員への出勤免除など業種別ガイドライン等に基づく感

染対策の徹底の要請 
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 (2) 多数利用施設等 

  ○多数利用施設（特措法施行令第 11 条施設）へ次の要請を行う。（法第 24 条第９項） 

 〔多数利用施設〕 

種類･施設例 要請内容 
遊技施設 
[ﾏｰｼﾞｬﾝ店、ﾊﾟﾁﾝｺ屋等] 

 
・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づく感染対策の徹底を要請 
・入場者の整理、入場者への適切なマスク着用の周知、飛沫防

止措置、効果的な換気（二方向の窓開けや気流を阻害しない
パーティションの配置等）等の感染対策の実施を要請 

・酒類提供の場合は､｢一定の要件｣(＊)を満たすことを要請 
ただし､施設内の飲食店等の取扱いは､「飲食店・遊興施設」
に対する要請内容に準じること 

遊興施設 
[個室ビデオ店、場外馬券売場等] 
商業施設(※) 

サービス業 
(生活必需サービスを除く) 

※生活必需物資（食品、医薬品、医療機器その他衛生用品、再生医療等製品、燃料、化粧品 等）の小

売り関係を営む店舗を除く。 

〔イベント関連施設〕 

種類･施設例 要請内容 

劇場、映画館等 

[劇場、観覧場、演芸場、映画館、ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ等] 

 

・ｲﾍﾞﾝﾄ開催制限の要件を準用した施設の運用を要請（施設で 

ｲﾍﾞﾝﾄが開催される場合） 

・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づく感染対策の徹底を要請 

・入場者の整理、入場者への適切なマスク着用の周知、飛沫防

止措置、効果的な換気（二方向の窓開けや気流を阻害しない

パーティションの配置等）等の感染対策の実施を要請 

・酒類提供の場合は､｢一定の要件｣(＊)を満たすことを要請 

ただし､施設内の飲食店等の取扱いは､「飲食店・遊興施設」

に対する要請内容に準じること 

集会・展示施設 

[集会場、公会堂、展示場、貸会議室等] 

ホテル・旅館 

(集会の用に供する部分) 

運動・遊技施設 

[体育館、ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ場、ｽﾎﾟｰﾂｸ

ﾗﾌﾞ、野球場、ゴルフ場、ﾃｰﾏ

ﾊﾟｰｸ、遊園地等] 

博物館等 

※県立社会教育施設は、上記に準じる。 

＊「一定の要件」パーティション等の設置（又は座席の間隔（１m以上）の確保）、手指消毒の徹底、 

食事中以外の適切なマスク着用の推奨、効果的な換気の徹底 

 

９ 事業者への感染防止対策の要請等（法第 24 条第９項等） 

 ○業種別ガイドラインに基づく感染防止策の徹底を促すとともに、関係団体を通じて協力

を要請する。特に、接待を伴う飲食店及びその他の酒類の提供を行う飲食店等に対し、保

健所による食品衛生法上の指導にあわせた感染防止策の周知徹底を行う。 
 ○飲食店に対し、発熱、せき、味覚障害など、少しでも症状がある従業員への出勤免除及び

検査の勧奨を要請する。 

 ○医療機関に対し、医療従事者、患者等への感染防止対策の徹底を要請する。 

 ○社会福祉施設に対し、職員、通所者等への感染防止対策の徹底を要請する。 

 ○大学等に対し、教職員、学生等への感染防止対策の徹底を要請する。 

○職場での移動・休憩時の適切なマスク着用を推奨する。 

 ○「感染拡大防止宣言ポスター」の掲示を要請する。 

 ○次の事項について事業者・関係団体に要請等を行う。 

・感染拡大を予防する「ひょうごスタイル」（新しい生活様式）の推進 

  ・在宅勤務（テレワーク）、時差出勤等、人との接触を低減する取組への協力依頼 

   ※県民が無料で利用できる「県民テレワークルーム」を本庁舎等に５カ所で開設中 

    （期間：令和３年１月 19 日～、場所：本庁舎別館、新長田合同庁舎、尼崎・姫路・柏原総合庁舎） 

  ・感染防止取組の徹底及び事業継続計画の取組の要請 

  ・業種別ガイドラインの実践の要請 

  ・重症化リスクのある従業員への就業上の配慮を依頼 

・接触機会低減等の取組の推進を依頼 
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 ローテーション勤務・時差出勤等 

 職場や寮における「３密」（密閉・密集・密接）の回避 

 職場内の効果的な換気（二方向の窓開けや気流を阻害しないパーティションの配置

等）の実施、検温等の体調管理及び適切なマスク着用 

 発熱等の症状が見られる従業員への出勤免除 

  ・保健所や医療機関のひっ迫を回避し、医療が必要な方に迅速・適切に対応することがで

きるよう、欠勤等の際に従業員等に療養証明書や罹患証明書・陰性証明書等の提出を求

めないよう要請 

 

10 事業活動への支援等 

 (1) 企業等の事業継続支援 

  ①中小企業融資制度による資金繰り支援 

   ・融資枠５千億円 

 ・３つの資金による支援 

資金区分 限度額 概 要 

経営活性化資金 

（R2.3.16～R5.1.31） 

5,000 万円 迅速な融資・保証審査 

借換等貸付 

（R2.3.16～R5.1.31） 

2 億 8,000 万円 既往債務の返済負担を軽減、利率 0.7% 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策貸付 

（R2.2.25～R5.1.31） 

2 億 8,000 万円 ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証を活用、利率 0.7% 

※セーフティネット保証４号の指定期間延長に合わせ、融資実行期限を延長 

・「伴走型経営支援特別貸付」による支援 

    早期の経営改善を促すため、金融機関の継続的な伴走支援を受け、経営改善等に取り

組む場合に、信用保証料の一部を補助 

資金区分 限度額 概 要 

伴走型経営支援特別貸付 

（R3.4.1～R5.3.31） 
1 億円 

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証を活用、利率 0.9% 

保証料の一部を補助 

   ・日本政策金融公庫等による資金繰り支援 

   ・金融機関に対し、既往債務に係る条件変更等の弾力的な運用等の配慮を要請 

 

  ②事業の継続を支える支援措置 

   ア キャンセル料支援の活用（国制度） 

     対象：緊急事態宣言発令地域等において開催予定であった公演等を延期・中止し

たにもかかわらず発生した費用 

     金額：2,500 万円（上限）、補助率 10/10 
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イ 雇用調整助成金の活用（国制度）                

判定基礎期間の初日 
令和３年 令和４年 

～４月末 ５～12 月 １・２月 ３～９月 10～11 月 

中
小
企
業 

原則的な措置 4/5(10/10) 
15,000 円 

4/5(9/10) 
13,500 円 

4/5(9/10) 
11,000 円 

4/5(9/10) 
9,000 円 

4/5(9/10) 
8,355 円 

業況特例（※１） 
地域特例（※２） － 

4/5(10/10) 
15,000 円 

4/5(10/10) 
15,000 円 

4/5(10/10) 
12,000 円 

大
企
業 

原則的な措置 2/3(3/4) 
15,000 円 

2/3(3/4) 
13,500 円 

2/3(3/4) 
11,000 円 

2/3(3/4) 
9,000 円 

2/3(3/4) 
8,355 円 

業況特例（※１） 
地域特例（※２） 

4/5(10/10) 
15,000 円 

4/5(10/10) 
15,000 円 

4/5(10/10) 
12,000 円 

  ※１ 売上高等の生産指標が最近３か月平均で前年又は前々同期に比べ 30％減少している企業 

  ※２ 緊急事態措置区域、又はまん延防止等重点措置区域（職業安定局長が定める区域）において都道

府県知事による営業時間の短縮等の要請等に協力する企業 

   ウ 産業雇用安定助成金の活用（国制度） 

     在籍型出向により雇用を維持する場合、出向元と出向先の双方の事業主に対し助成 

     a) 助成率:大企業 3/4、中小 9/10 

     b) 助成上限額：12,000 円/日（出向元・出向先の計） 

   エ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金の活用（国制度） 

    ・休業中に賃金の支払いを受けることができなかった中小企業の労働者からの申請に

より、休業開始前賃金の 80%を休業実績に応じて支給 

休業期間 日額上限額（※） 

令和４年７月１日～11月30日 
令和４年７月：8,265円 

令和４年８～11月：8,355円 

※ 緊急事態措置区域、又はまん延防止等重点措置区域の要請等に協力する飲食店等については

令和４年４～９月：11,000円、10～11月：8,800円。 

    ・大企業に雇用されるシフト制等の非正規労働者も対象 

   オ 小学校休業等対応助成金の活用（国制度） 

    ・対象：小学校等の臨時休業等により仕事を休まざるを得なくなった保護者に対し、

有給休暇を取得させた事業主 

    ・助成額：有給休暇を取得した対象労働者に支払った賃金相当額×10／10 

休暇取得期間 日額上限額（※） 

令和４年１月１日～11 月 30 日 

令和４年１～２月：11,000 円 

令和４年３～９月：9,000 円 

令和４年 10～11 月：8,355 円 
   ※ 緊急事態措置区域、又はまん延防止等重点措置区域（原則都道府県単位）に事業所のある企業

については 15,000 円。 

   カ 中小企業のための特別相談窓口の設置 

    ・ひょうご・神戸経営相談センター、県地域経済課、県信用保証協会、各金融機関 

 

  ③ポストコロナを見据えた事業展開への支援 

   ア 収束後における地域経済の活性化 

    ・中小企業の新事業展開への支援 

     コロナ禍や原油・原材料価格高騰の環境変化に応じたビジネスモデルの再構築や新

たな事業展開に取り組む県内中小企業の取組を支援 
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    ・がんばろう商店街お買い物キャンペーン事業（事業規模 18 億円：県 2/3、市町 1/3） 

     商店街等が取り組むプレミアム付商品券の発行、ポイントシール事業を支援 

   イ 新たなワークスタイルの推進（ひょうご仕事と生活センター） 

    ・テレワーク等を推進するため、設備導入を支援するとともにアドバイザーを設置 

 

  ④生産拠点の県内回帰、サプライチェーンの強化・再構築 

   ○産業立地条例に基づく補助金等を拡充する。 

区分 拡充前（～R2.6.17） 
拡充後（R2.6.18～） 

県内全域で幅広い立地促進 サプライチェーン強化・再構築検討 

税
軽
減 

不動産 

取得税 

1/2 軽減 

（拠点地区・促進地域） 
同左 

【一般地域】 

1/2 軽減 

【促進地域】 

3/4 軽減 

法 人 

事業税 

【一般地域】 

1/4 軽減・５年間 

（拠点地区 1/3 軽減・５年間） 

【促進地域】 

1/2 軽減・５年間 

【一般地域】 

1/3 軽減・５年間 

（拠点地区 1/2 軽減・５年間） 

【促進地域】 

同左 

【一般地域】 

1/2 軽減・５年間 

【促進地域】 

3/4 軽減・５年間 

補
助
金 

設 備 

投 資 

補 助 

【一般地域】 

設備投資額の３％ 

※国等補助金併用不可 

【促進地域】 

設備投資額の５％ 

※国等補助金併用不可 

同左 

【一般地域】 

設備投資額の６％ 

※国等補助金併用可（併

用時の補助金額は知事が

適当と認める額とする） 

【促進地域】 

設備投資額の 10％ 

※国等補助金併用可（同

上） 

雇 用 

補 助 

【一般地域】 

新規正規雇用  ：30 万円/人 

【促進地域】 

新規正規雇用  ：60 万円/人 

新規非正規雇用：30 万円/人 

同左 

【一般地域】 

新規正規雇用  ：45 万円/人 

【促進地域】 

新規正規雇用  ：90 万円/人 

新規非正規雇用：同左 

 

  ⑤雇用対策の強化 

   ア 緊急対応型雇用創出事業 

    ・新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされた労働者等に対し

て、次の雇用までのつなぎの雇用を創出（実施規模：600 人） 

   イ 離職者等再就職訓練事業 

    ・離職者等の就職促進のため、介護や IT・資格取得等ニーズの高い分野の職業訓

練を実施（実施規模：217 コース 4,150 人） 

 

 

 

 

 

事業費 補助金額 

50 万円以上 70 万円未満 35 万円 

70 万円以上 100 万円未満 50 万円 

100 万円以上 150 万円未満 75 万円 
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 (2) 観光振興 

  ①旅行・宿泊代金割引等（ひょうごを旅しようキャンペーン・ワイド） 

区 分 旅行・宿泊代金割引 クーポン券配布 

概 要 兵庫県への旅行･宿泊代金を割引を支援 
兵庫県内のお土産店や観光施設等で利用で

きるクーポン券を配布 

支援額 

旅行・宿泊代金の40％ 

(上限)交通付宿泊旅行 8,000円/人・泊 

   上記以外    5,000円/人・泊 

平日3,000円/人・泊 

休日1,000円/人・泊 

期 間 令和４年10月11日(火)～令和４年12月20日(火) 

実施条件 

・ワクチン３回接種済みまたは検査結果陰性 

・感染拡大防止の観点から、以下の①～②を推奨 

①家族など普段の生活をともにする少人数グループでの利用 

②60歳以上の方や基礎疾患を有する方については、ワクチン４回接種の上での利用 

停止条件 

下記の基準をもとに総合的に判断 

【新規予約停止】 

 兵庫県の重症病床使用率が35％を超え、かつ急激な感染拡大が継続する状況となった

とき 

【利用停止】 

 感染状況レベル３または、まん延防止等重点措置の適用地域になったとき 

 

  ②バス旅行の支援 

区  分 事業内容 

ひょうごツーリズムバス １台あたり宿泊３万円、日帰り 1.5 万円 

 

 (3) Go To トラベルキャンペーン 

  ○全国において、事業の適用を一時停止する。 

 

 (4) がんばろう！商店街事業（旧：Go To 商店街事業/国制度）     

  ○商店街が実施するイベント等を支援（200万円／商店街(定額)） 

※複数の商店街が連携して実施する場合 500 万円上限。定額を超えた場合は商店街が

1/2 負担） 

 

 (5)イベント需要喚起事業（国制度）                   

  ○芸術文化やスポーツに関するイベントのチケットの割引を支援（チケット通常価格の２

割相当額（上限/2,000 円）） 

 

 (6) 生活基盤の確保   

  ①新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の支給 

   ○コロナ禍が長期化する中で、既に生活福祉資金の利用が終了して生活に困窮する世帯

に対し、生活困窮者自立支援金を支給 

 

  ②住居確保給付金の支給 

   ○休業等に伴う収入の減少により、住居を失うおそれがある者に対し、家賃相当の住居

確保給付金を支給 
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  ③ひとり親世帯生活支援特別給付金等の支給 

   ○長引くコロナ禍の影響により、負担が大きくなっているひとり親世帯等に対し、生活

支援特別給付金を支給 

 

  ④高等職業訓練促進給付金の支給 

   ○ひとり親の資格取得を促進し、就職を支援するため、養成訓練等の受講期間において 

高等職業訓練促進給付金を支給 

 

  ⑤ひとり親家庭住宅支援資金貸付の実施 

   ○ひとり親に対する生活基盤の安定を図り、自立に向けた取組を促進するため、入居

している住宅家賃に対する資金を無利子で貸付 

 

 (7) 税制上の特例措置等 

  ○県税を一括納付できない方で、要件を満たす場合は納税を猶予 

  ○法人関係税等の電子申告・電子納税等を推進 

  ○個人事業税、自動車税種別割等のスマホアプリ等による納税を推進 

 

 (8) 農林水産事業者への支援 

  ①資金繰り支援 

   ○美しい村づくり資金、豊かな海づくり資金の拡充（当初３年間無利子化、貸付期間延

長、融資限度額引上げ） 

 

  ②需要喚起・販売促進 

   ○「御食国ひょうご」を活用した県産食材 PR 事業（兵庫の美味しいものまとめサイト

「御食国ひょうご」の Web 広告を展開し、県産食材を PR） 

 

 (9)公共交通等事業者への支援 

①地域公共交通における便数に配慮した運行の支援 

   ○コロナ禍や燃油価格高騰の中、便数等を維持して運行に取り組む地域公共交通事業者

を支援 

   【補助対象】地域鉄道事業者、路線バス事業者（公営バス、コミュニティバス、貸切（観光）

バス、県外高速バスを除く）、生活航路事業者 

   【対象経費】車内等の密度に配慮した運行に要する経費（燃料費、人件費等） 

           ※輸送人員減による減便を回避するための輸送力の維持・増便に要する経費相当 

   【負担割合】県 1/4、市町 1/4（任意随伴）、事業者 1/2 

   【補助期間】２ヶ月間（９月補正で１ヶ月追加） 

 

  ②タクシー事業者感染防止対策の支援 

   ○タクシー事業者における感染拡大防止対策を図るため、国庫補助事業と協調した支援

を実施 

   【補助対象】県内タクシー事業者 

   【対象経費】高性能な空気清浄機等の導入経費 

   【負担割合】国 1/2、県 1/4、事業者 1/4 

 

11 県としての対応等 

 (1) 県庁舎・県職員の感染防止対策等 

  ○職員の在宅勤務等を推進する。 
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  ○職員の感染防止対策を行う。 

   ・時差出勤・フレックス制・特別休暇の活用の推進 

   ・サテライトオフィスの活用  ・テレビ会議システムの活用 

   ・マスク着用、人と人との間の十分な距離の確保、効果的な換気（二方向の窓開けや気

流を阻害しないパーティションの配置等）の徹底等 

   ・出勤時の自宅での検温の徹底、庁舎入口におけるサーモグラフィによる検温の実施 

   ・窓口業務等は職場環境に応じ、密閉、密集、密接とならないような方法により実施 

  ○市町職員の在宅勤務等を推進するよう要請する。 

 

 (2) 予算の早期実施 

  ○国補正予算等を活用して編成した県予算の速やかな実施を図る。 

 

 (3) 組織体制の整備 

  ○「次なる波」の到来等に備え、組織体制を強化する（令和２年７月１日付）。 

・健康福祉部に新たに「感染症等対策室（室長：本庁局長級）」を設置し、同室に「感染症

対策課」を置き、感染症対策を統括する機能を強化 

   ・感染症対策課に医務課・薬務課・社会福祉課・健康増進課・病院局企画課・復興支援課

（R3.4～防災支援課）で実施している新型コロナウイルス感染症対策業務を一元化

し、それぞれの課長が感染症対策課参事を兼務 

  ○新型コロナウイルスワクチン接種の円滑な実施に向け、組織体制を強化する。 

   ・健康福祉部感染症等対策室に新たに「ワクチン対策課」を設置し、同課に「参事

（ワクチン対策担当）」を設置（令和３年１月 25 日付） 

  ○保健所の体制強化に向け、新たな支援体制を整備する。 

   ・感染症の急増で業務が逼迫する保健所を機動的にサポートするため、健康福祉部に新た

に「参事（感染者対応・保健師確保調整担当）」を設置（令和３年９月６日付） 

  ○新型コロナウイルスワクチン接種の円滑な実施に向け、組織体制を強化する。 

   ・兼務としていた保健医療部感染症等対策室ワクチン対策課長を単独設置（令和４年

４月１日付） 

 

 (4) 自殺対策 

  ○新型コロナウイルス感染症の影響で生活の悩みや不安を感じる県民に対し、「こころ

の健康相談統一ダイヤル（☎0570-064-556）」など、相談窓口の啓発を図る。 

   ・相談窓口一覧 URL https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf09/soudanmadoguti.html 

 

 (5) 女性に対する支援 

  ○男女共同参画センターにおいて、女性のための悩みや就労の相談を実施する（「女性のため

の悩み相談」☎078-360-8551）。 

  ○コロナ禍で様々な不安や困難を抱える女性の相談に幅広く対応するため、NPO等民間団体

と連携し、Web等を活用した相談支援事業や居場所づくり等を行う。 

   ・SNS相談「こころちゃっと」 毎週火曜～土曜日、10時～13時 

   ・WEB居場所「自信UPプロジェクト♡」 毎月第２、第４水曜日、10時～12時 

         「子育てあるあるCafe」 毎月２回、10時～12時もしくは13時～15時 

「Family保健室」 毎月２回、10時～12時もしくは13時～15時 

   ・生理用品の無償配付     県立男女共同参画センターなど 

   http://web.pref.hyogo.lg.jp/kk17/tsunagari.html 
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〔改定年月日〕 
（令和２年 ４月１３日改定） （令和２年 ４月１７日改定） （令和２年 ４月２４日改定） 
（令和２年 ４月２８日改定） （令和２年 ５月 ４日改定） （令和２年 ５月１５日改定） 
（令和２年 ５月２１日改定） （令和２年 ５月２６日改定） （令和２年 ６月１８日改定） 
（令和２年 ７月 ９日改定） （令和２年 ７月１７日改定） （令和２年 ７月２３日改定） 
（令和２年 ７月２９日改定） （令和２年 ８月 １日改定） （令和２年 ８月２８日改定） 
（令和２年 ９月１７日改定） （令和２年１０月１４日改定） （令和２年１１月 ５日改定） 
（令和２年１１月１１日改定） （令和２年１１月１８日改定） （令和２年１１月２４日改定） 
（令和２年１２月１０日改定） （令和２年１２月２４日改定） （令和３年 １月 ８日改定） 
（令和３年 １月１２日改定） （令和３年 １月２２日改定） （令和３年 ２月 ３日改定） 
（令和３年 ２月２２日改定） （令和３年 ３月 ４日改定） （令和３年 ３月１８日改定） 
（令和３年 ３月２９日改定） （令和３年 ４月 ２日改定） （令和３年 ４月 ９日改定） 
（令和３年 ４月１５日改定） （令和３年 ４月２１日改定） （令和３年 ４月２３日改定） 
（令和３年 ４月２８日改定） （令和３年 ５月 ７日改定） （令和３年 ５月１２日改定） 
（令和３年 ５月１３日改定） （令和３年 ５月２８日改定） （令和３年 ６月１８日改定） 
（令和３年 ６月２１日改定） （令和３年 ７月 ８日改定） （令和３年 ７月２８日改定） 
（令和３年 ７月３０日改定） （令和３年 ８月１２日改定） （令和３年 ８月１７日改定） 
（令和３年 ８月２４日改定） （令和３年 ８月３０日改定） （令和３年 ９月 ９日改定） 
（令和３年 ９月２１日改定） （令和３年 ９月２８日改定） （令和３年１０月 ８日改定） 
（令和３年１０月１９日改定） （令和３年１０月２９日改定） （令和３年１１月 ５日改定） 
（令和３年１１月１６日改定） （令和３年１１月２５日改定） （令和３年１２月１４日改定） 
（令和３年１２月２３日改定） （令和３年１２月３０日改定） （令和４年 １月 ７日改定） 
（令和４年 １月１２日改定） （令和４年 １月２５日改定） （令和４年 ２月 ３日改定） 
（令和４年 ２月１０日改定） （令和４年 ２月１８日改定） （令和４年 ３月 ４日改定） 
（令和４年 ３月１１日改定） （令和４年 ３月１７日改定） （令和４年 ４月２５日改定） 
（令和４年 ５月３０日改定） （令和４年 ７月１５日改定） （令和４年 ８月 ３日改定） 
（令和４年 ８月３０日改定） （令和４年 ９月１５日改定）  
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